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豊富なエネルギー資源と高い経済成長率を背景に、消費市場が拡大するアフリカ。日本

企業にとっては地理的な距離もあり、最後のフロンティアとも位置付けられる。歴史的、

地理的にアフリカと関係が深い欧州の企業は、欧州債務危機の影響による域内市場の停滞

もあり、アフリカ市場にも活路を求める傾向が年々強くなっている。日本での第 5 回アフ

リカ開発会議（TICAD V）開催を機に、欧州企業のアフリカ・ビジネスの最新動向を報告

する。本特集では、2～5 章目にアフリカのビジネス環境と、主要国とアフリカとの関係を

概観し、6 章目以降で各企業の具体的な事例を紹介する。 
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1. アフリカ市場に活路を求める傾向強まる（欧州） 

 

・アフリカ向け輸出はこの 10 年で倍増 

 EU からアフリカに向けた輸出はリーマン・ショック後の 2009 年を除き、年々増加傾向

にある。2012 年の合計額は 2003 年の 2.16 倍になった。中でも南アフリカ共和国やナイジ

ェリアといったサブサハラの特定諸国向けと、アルジェリアやモロッコなどの北アフリカ

向けの輸出は、過去 10 年間で大幅に伸びた。また、上位 6 ヵ国向けの輸出額合計が、アフ

リカ向け全体の 7 割近くを占めている（下記資料参照）。 

 

 

・背景に歴史的、地理的、言語的なつながり 

 フランス企業は歴史的なつながりと言語の点から、特にモロッコを中心とする北アフリ

カでのビジネスで強みを発揮している。北アフリカに次ぐ重要市場が、アフリカで最も高

い GDP を誇る南アだ。サブサハラ諸国でも特にフランス語圏で強みを持つフランス企業だ

が、近年では経済成長率が高いアンゴラ、モザンビーク、ケニア、ガーナ、タンザニアと

いった英語・ポルトガル語圏での展開も活発化している。 

 

 ドイツ企業をみると、南アがアフリカ最大の投資相手国で、かつ最大の輸出先となって

いる。加えて、ドイツ企業は自国の企業間協力が活発なため、中小企業も数多くアフリカ

に進出しているのが特徴だ。 

 

 イタリアは、リビアが最大の原油供給国であることから、北アフリカ諸国と強い通商関
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係を築いており、輸出も北アフリカ諸国向けがサブサハラ向け全体の倍以上の金額になっ

ている。しかし、サブサハラ地域でも近年の天然資源の発見により、インフラ整備の進展

や消費市場の拡大が見込まれており、イタリア企業も今後のビジネス拡大を見据え、サブ

サハラ諸国との一層の関係強化を急いでいる。 

 

・インフラ需要に多くのビジネスチャンス 

 個別企業の動向をみると、フランスの重電・輸送機器大手のアルストムは、南アで発電

事業を中心にビジネスを展開してきた。今後は同国の鉄道事業を強化しようとしている。

アフリカでは、電力や輸送分野が未整備だったり、老朽化による改修時期を迎えていたり

と、インフラ分野での需要が多く、過去の経験と現地国営企業との長年の協力関係を武器

にビジネスを拡大しようとしている。また、現地政府からの国内産業育成策への協力依頼

に応えるため、現地サプライヤーの発掘・育成にも積極的だ。 

 

 他方で、中部アフリカ地域などにおける道路建設などでは、中国企業が欧州企業以上に

実行力を持っており、アフリカでの事業を急速に発展させている例もある。こうした点に

着目し、フランスのセメント大手ラファージュは、中国企業を下請けにして製造コストを

半減させ、アフリカでの競争力を強化している。 

 

 また、フランス電機大手のシュナイダー・エレクトリックは、南アを中心に、ソケット

やスイッチ類から変圧器、前払い電力メーターの製造・販売まで幅広いビジネスを展開し

ている。前払い電力メーターは、電力使用量の支払いを確実に回収するために生まれたア

フリカならではの製品で、南アの黒人経済参加促進（BEE）政策の一環として、現地企業

との合弁企業により製造している。シュナイダー・エレクトリックは、南アからスーダン

やアンゴラ、モザンビークなどにも輸出している。 

 

 現在、再生可能エネルギーに注力するドイツ企業のシーメンスは、南アで 2011 年に電力

統合資源計画が承認されたのを踏まえて、太陽光発電所や風力発電所の建設に踏み出した。

加えて、ナイジェリアでの電力供給不足をビジネスチャンスと捉え、ガスタービン発電所

の設立に向けた技術提携に合意している。 

 

・BOP ビジネスに取り組む企業も 

 電力供給では、シュナイダー・エレクトリックもインドで開発・製造した発光ダイオー
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ド（LED）照明の供給という BOP（経済ピラミッドの底辺層）モデルを南アに導入し、ア

フリカでの社会貢献を意識した事業を進めている。同社は、BOP モデルの収益性が低いこ

とを認めながらも、持続可能戦略の一環として、国連ミレニアム目標の 1 つである貧困問

題の解決を意識して取り組んでいる。アジアで開発したモデルをアフリカに持ち込んだ点

が意義深い。この事例では、フランス政府の強い後押しがあることも、同社のアフリカで

の BOP モデルの展開を可能にしている。 

 

 BOP モデルの成功事例としては、スウェーデン企業ヨサブによる沸石（ゼオライト）を

使用した浄水器のケニアなどアフリカ向け輸出もある。アフリカでは地下水に多くの鉄分

が含まれている地域が多く、そのままでは飲料用にならないため、同社製品が力を発揮し

ている。また、スウェーデンに長く留学したケニア人を東アフリカ統括のケニア支社長に

任命し、現地事情に精通する人材を登用することの重要性を強調している。 

 

 そのほか、ケニアで成功している事例として、英国のボーダフォンが 2007 年に現地提携

通信事業者サファリコムと立ち上げた携帯電話を介した送金システム「M－PESA」がある。

ケニアでは既に 1,600 万人を超える利用者がおり、月に 6 億ポンド（1 ポンド＝約 153 円）

の資金が動いているという。M－PESA の利用者は伸び続けており、サファリコムの総売上

高の約 2 割を占めるに至っている。ボーダフォンはケニア以外では、南ア、タンザニア、

コンゴ民主共和国、モザンビークなどでも M－PESA サービスを提供している。しかし、

同モデルを適用できるかどうかは、当該国の銀行業界と経済の仕組みに大きく依存してお

り、市場ごとに判断する必要があるという。 

 

・アフリカ最大の自動車市場を有する南ア 

 アフリカ最大の自動車市場である南アで 2005 年以降、シェア 1 位を維持しているフォル

クスワーゲン（VW）にとって、南アは 20％を超えるシェアを持つ重要市場となっている

ほか、右ハンドルの新型「ポロ」の世界向けの生産・輸出拠点にもなっている。背景には、

南アで組み立てた自動車の輸出額に応じて、一定の比率で自動車および同部品の輸入関税

を免税する優遇措置を提供する自動車産業開発プログラム（MIDP）を活用してきたことが

ある。2013 年 1 月からは MIDP に代わる自動車生産開発プログラム（APDP）が導入され

ており、南ア国内で年間 5 万台以上の乗用車を生産する自動車メーカーを対象に、輸入部

品の関税を相殺するクレジットが政府から発給される。このため、VWの現地拠点は南アで

増産したい意向を示している。 
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・購買力拡大で期待できる食品分野 

 食品分野では、コーンフレーク商品を南アの小売・卸売事業者に輸出しているポーラン

ドのバカランドが、ナイジェリアやコンゴ民主共和国といった市場規模が大きい国々にビ

ジネスを拡大していく意向を示している。 

 

 また、食肉加工品、肉類の缶詰、サラミなどを製造・販売するイタリアのイナルカは、

天然資源の豊富なアンゴラに注目して、1980 年代の内戦時代から国際入札に応札し、牛肉

関連製品の供給事業者としての地位を獲得した。当時のアンゴラではタンパク源となる食

品が不足しており、食品供給事業者として、政府機関、軍隊、そして民間に納入先を拡大

していった。1998 年にはアンゴラにアフリカ最初の拠点を設立し、冷蔵保管倉庫の不足が

食品供給を滞らせていることに着目、物流拠点の設立に多額の資金を投入した。これを機

に、製品ラインアップを拡充し、常温保存可能な製品も投入し、冷蔵倉庫とドライ用倉庫

を兼ね備えた販売店というモデルを確立した。2011 年時点では、アンゴラのほかに、アル

ジェリア、コンゴ民主共和国、コンゴ共和国、モザンビークにも拠点を設け、コートジボ

ワールへの進出にも着手している。 

 

 アンゴラでは、旧宗主国であるポルトガルの企業がさまざまなビジネスを展開しており、

その数は約 8,000 社に上るといわれている。アンゴラの GDP の 2 割以上を占める建設業に

おいては、リーマン・ショック翌年の 2009 年まではポルトガルからの投資が活発だった。

最も売上高が大きいのがモタ・エンリで、利益の 5 割以上をアンゴラをはじめとするアフ

リカ市場で稼いでいるという。アンゴラでの建設市場では、中国が潤沢な資金を供与して

インフラプロジェクトを請け負っており、約 4 割を中国企業が占めるとされる。それでも、

アンゴラの国土は広大で、あらゆるインフラ整備が必要なため、モタ・エンリが参入する

チャンスは十分にあると強調する。同社は市場を熟知しており、長年にわたって築いてき

たネットワークを強みとしている。「インフォーマルな関係」と呼ぶ人間関係を構築できる

かどうかが成功のカギだという。また、アフリカ市場でのビジネス拡大のため、ザンビア

とガーナに支店を開設することを決めており、ウガンダ、タンザニア、ケニアでも現在交

渉中のプロジェクトがあるとしている。 

 

・ニッチ分野で輸出を拡大する中小企業 

 中小企業の事例としては、オーストリアのホーファーがある。同社は輸出全体に占める

ナイジェリア向けのシェアが 8 割と非常に高い。オーストリアの主要輸出品目は機械類だ
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が、ナイジェリア市場に機械類とほぼ同額輸出されているのは、オーストリア西部のフォ

アアールベルク州の刺しゅうを施した布だという。ホーファーの販売部長によると、この

布は結婚式などで身に着ける伝統的な衣装のほか、近年では日常着向けとしても、現地で

の需要が高いという。刺しゅうを施した布はナイジェリアでも生産されているが、オース

トリア製品は高級素材として富裕層に受け入れられているため、現地製品と競合すること

はないという。課題は代金の回収と、中国からのコピー商品の流入だ。前者については、

近隣のオーストリア企業とバイヤーの信用度に関する情報交換で対応している。後者につ

いては、大量生産ではなく、バイヤーからの細かな要求に忠実に対応できる丁寧な作りを

強みとして、差別化を図っている。 

 

 近年、アフリカで存在感を高めている中国企業の低価格商品に対して、欧州企業は付加

価値が高く、安全な商品を提供することで差別化を図っており、競合はないとしている。

また、競合するような分野では、中国企業にアウトソーシングすることで価格競争力を高

めている。さらに、スイスのネスレのように、アフリカの政府当局者と交渉・調整ができ

る法律専門家を育成することで、ビジネスリスク対策を強化し始めている欧州企業もある。

日本企業にとっても今後、アフリカでの積極的な事業展開をしていく上で、欧州企業の先

進的な事例や過去の経験は参考になる点が多い。 

（2013 年 04 月 30 日 ブリュッセル事務所 田中晋） 
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2. 貿易・投資関係の再構築図る（欧州） 

 

アフリカとの歴史的な経緯から、これまで援助や経済関係で突出した存在感を示してい

た欧州諸国が、次第にその姿を変えつつある。中国をはじめとする新興国が雪崩を打って

アフリカに進出し始めている中、貿易・投資分野における存在感の維持に腐心しているよ

うだ。今、欧州はアフリカとの新たなかたちの関係構築を模索している。 

 

・EU 依存度が低下するアフリカの対世界貿易 

 2001 年に世界の対アフリカ輸出の 42.1％、輸入の 48.9％、輸出入の合計では 45.5％を

占め、圧倒的な存在感を示していたEUの対アフリカ貿易は、2011年にはそれぞれ 32.4％、

32.5％、32.4％と大幅にシェアを下げた（添付資料参照）。EU とアフリカ間の貿易額は、

リーマン・ショック後の 2009 年を除けば拡大基調だが、世界の対アフリカ貿易の伸びが

EU の伸びを上回っているため、EU の占める割合は徐々に低下している。 
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 代わって台頭してきたのは中国だ。2001 年に総額 92 億ドル強だった中国の対アフリカ

貿易は、2011 年には 1,421 億ドルに達し、世界のアフリカへの輸出の 11.6％、アフリカか

らの輸入の 13.1％、輸出入合計では 12.3％を占めるほどになり、1 ヵ国としては、アフリ

カにとって最大の貿易相手国となった。投資面でも、中国の対アフリカ投資残高は約 130

億ドルにまで膨らんでいる。新興国の一角を占めるインドやブラジルも、過去 10 年で対ア

フリカ貿易を急拡大させており、インドは約 10 倍（2011 年の貿易総額 587 億ドル）、ブラ

ジルは 5 倍以上（290 億ドル）に達している。 

 

 EU からアフリカへの最大の輸出品は鉱物性燃料（シェア 16.3％、2012 年）で、これに

電気機械（12.9％）、自動車（9.9％）、医薬品（8.7％）が続く（表参照）。EU のアフリカ

からの輸入は鉱物性燃料が 6 割以上を占めている。以下、希少鉱物資源や鉄鉱石など、資

源関連製品が上位に並ぶが、カカオなど、食品や食用原料品もシェアは小さいながら幅広

く輸入されている。 

 

 

 2012 年の貿易統計から、EU の対アフリカ輸出相手国の上位にランクされているアフリ

カ諸国をみると、南アフリカ共和国に続き、アルジェリア、モロッコ、エジプト、チュニ

ジアなどの北アフリカ諸国が並び、ナイジェリア、アンゴラなどの産油国が続く。輸入相

手国は、ナイジェリア、リビア、アルジェリアなどの産油・産ガス国が上位を占め、これ

に南アや北アフリカ諸国が続いている。 

 

 こうした貿易の傾向は、米国や日本とアフリカの貿易と同様で、資源・原材料を輸入し、

工業製品・加工品を輸出する垂直構造といっていい。しかし、昨今の資源価格の高騰もあ

り、ここ数年は EU 側の貿易赤字が続いており、これも日米と共通の傾向だ。 
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・巻き返しを図る欧州企業 

 一方で、リーマン・ショックに加え、欧州債務危機で域内市場の先細りが懸念される中、

アフリカ展開に積極的な欧州企業も現れ始めた。 

 

 特に、中国企業のアフリカ進出に敏感なフランス・オランド政権は、「産業コローカリゼ

ーション」（生産活動の分業化）を提唱、国内の雇用に配慮しつつ、外国での生産拠点設置

を推奨しているが、アフリカも例外ではない。その好例はモロッコだ。ルノー・日産はモ

ロッコ政府の全面支援を受け、2012 年 2 月にモロッコ北部のタンジール郊外メルーサにあ

る工業フリーゾーンに低価格車を専門に生産する巨大工場（年間生産能力 40 万台）を開設

した。同工場で生産される 2 車種は大半が欧州などに輸出される。ルノーは 2012 年 12 月

にも、オランド大統領のアルジェリア訪問の機会を捉え、アルジェリア国営工業自動車会

社（SNVI）および国営投資基金（FNI）とアルジェリアの自動車産業開発のための共同会

社の設立に向けた合意書に調印。同国第 2 の都市オラン郊外に年産 2 万 5,000 台規模の自

動車組立工場を稼働させる。中国企業のアルジェリア進出に押され気味だった中で、巻き

返しに出たかたちだ。 

 

 従来、フランスは北・西・中央アフリカのフランス語圏への進出が中心だったが、南ア、

ナイジェリアや東アフリカの英語圏への進出も拡大しており、英語圏に強かった英国を上

回る規模での進出が進んでいる。化粧品大手のロレアルが 2011 年にナイジェリア、ケニア

に相次いで進出し、消費財分野でも取り組みがみられるようになったほか、石油会社トタ

ル、フランス・テレコム系のオレンジも国・地域を問わず、多くのアフリカ諸国で活動し

ている。建設会社ボロレやブイグも港湾や橋、鉄道事業に参画、電力分野ではアレバやア

ルストムがプロジェクトを受注、あるいはプロジェクトへの応札を活発化させている。 

 

 通信や金融の分野を中心に以前から強固なアフリカ拠点を築いてきた英国企業も、キャ

メロン政権が 2011 年 2 月に「アフリカ自由貿易構想」を発表したことを踏まえ、アフリカ

市場開拓に再度取り組み始めた、 

 

 2012 年 10 月には、エネルギー相を団長とする 20 社以上のビジネスミッションがケニア

を訪問、探鉱の現状などについて情報収集・商談を行った。ケニアでは北部ツルカナ地区

でタロー・オイルが石油探査を行っているほか、近隣のウガンダ、モザンビーク、タンザ

ニアなどでも多数の外資系企業による有望な石油・天然ガス鉱区の開発が進められている。 
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 アフリカ進出にやや出遅れが指摘されるドイツ企業も、長く南アに拠点を置く BMW、メ

ルセデス、フォルクスワーゲンなどの自動車メーカーが相次いで生産拡張計画を発表して

いる。インフラ分野でも、鉄道（シーメンス）や再生可能エネルギーなどに取り組む動き

が現れ始めた。 

 

 食品・生活用品などの分野では、ネスレやユニリーバの活動がよく知られているが、ビ

ールやチョコレート、菓子製造などにも欧州企業の参入がみられる。またアイビス（フラ

ンス）、インターコンチネンタル（英国）などの大手ホテルチェーンも、増大するアフリカ

へのビジネス・観光客を見込んで、ナイジェリア、マダガスカル、南アなどでのホテル建

設などに参画している。 

 

・新たなかたちの関係構築を模索 

 こうした中で、EU の対アフリカ戦略は、かつての援助供与者とその享受者という関係か

ら、対等なパートナーとして経済的な自立を促す政策に徐々に変わりつつある。 

 

 EU は従来、地中海周辺の「北アフリカ諸国」と、アフリカ・カリブ海・太平洋（ACP）

諸国に属する「サブサハラ諸国」を分け、別々に対話してきた枠組みを一本化、2000 年 4

月に第 1 回の EU・アフリカ首脳会議をエジプト・カイロで開催した。2007 年 12 月にポル

トガル・リスボンで開催された第 2 回首脳会議では、「アフリカ・EU 戦略パートナーシッ

プ：アフリカ・EU 共通戦略」が採択された。 

 

 これにより、EU・アフリカ関係は広範かつ深化した政治的対話を基盤とする対等なパー

トナーシップの構築に向けて動き出した。また、「共通戦略」は貿易や地域統合、気候変動、

エネルギーなどの共通課題に取り組むことも目標としており、伝統的な開発政策の枠組み

ではあまり触れられてこなかった項目も含まれている。 

 

 さらに、2010 年 11 月にリビア・トリポリで開催された第 3 回首脳会議では、「投資、経

済成長、雇用創出」が主要テーマとされ、経済成長促進と雇用機会創出とともに、リーマ

ン・ショック以後の経済回復を確固たるものにするための具体策が討議された。加えて、

2007 年以後の成果を基盤とし、トリポリ宣言を具体化する「第 2 次（2011～13 年）行動

計画」が採択されている。 
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・通商政策面でも変化 

 EU は開発途上国の貧困削減のため、通商政策と開発援助政策の連携強化の提案をする中

で、貿易の果たす役割を強調している。この通商政策面での重要なツールとなるのが、一

般特恵関税制度（GSP）の見直しと、経済連携協定（EPA）の交渉推進だ。 

 

 EU では 2014 年 1 月から GSP が大幅に変更される予定だが、最貧国にはより多くの特

恵待遇を供与する一方で、一定の経済発展を遂げた国・地域（直近 3 年間の 1 人当たり国

民総所得が、世界銀行の基準で高所得・高中所得に分類される国・地域）は、GSP 受益国

から外され、新たに自由貿易協定（FTA）や EPA に切り替えていく戦略だ。 

 

 後発開発途上国（LDC）が多く残るアフリカでは、EU 側から特恵措置を与えられるかた

ちでロメ協定が締結され、同協定の発展的再構築を図る中でコトヌ協定に引き継がれてき

た経緯がある。EU としては EPA 交渉への移行を目指しているが、アフリカ側の国の数の

多さや、地域経済圏への加入状況の複雑さもあって、交渉は難航しているようだ。 

（2013 年 05 月 01 日 中東アフリカ課 的場真太郎）  
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3. フランス語圏以外の地域へ進出図る（フランス） 

 

フランスの対アフリカ貿易額は伸びているものの、他国の伸びが大きく、フランスのア

フリカでの割合は縮小傾向にあるといわれる。他方、直接投資は 2011 年に前年比 68％増

と大幅な伸びを示した。フランス語圏を中心にアフリカ進出の長い歴史を持つフランス企

業は、大企業を中心に経済成長の著しい東アフリカや南アフリカへの新たな進出を開始し

ている。フランス企業の動向や中国企業との関係などについて、アフリカ投資企業フラン

ス協議会（CIAN）事務総長に 3 月 27 日インタビューした。 

 

・フランスの対アフリカ輸出額は 6％増、輸入額は 13％増 

 2011年のフランスの対アフリカ輸出額は前年比6.0％増、アフリカからの輸入額は13.0％

増となった（表 1、2 参照）。輸出先はマグレブ 3 ヵ国（アルジェリア、モロッコ、チュニ

ジアの順）がトップ 3 を独占する状況は変わらず、南アフリカ共和国が 2010 年の 5 位から

4 位に上昇した。伸び率ではベナン（2.0 倍）、ガボン（38.0％増）、南ア（32.0％増）、セネ

ガル（24.3％増）が上位を占め、2 桁以上の伸び率を示した国は 8 ヵ国に上った。輸入は

2010 年にトップだったリビアが政変の影響で大きく後退し、代わってアルジェリアが

89.2％の伸びを記録して首位に立った。伸び率ではガーナが 5.5 倍、チャドが 4.5 倍と顕著

な増加を示した。 



    

 2013.5                 Copyright (C) 2013 JETRO. All rights reserved. 
13 

 

 

 



    

 2013.5                 Copyright (C) 2013 JETRO. All rights reserved. 
14 

 フランスの対アフリカ貿易額が増加しているものの、アフリカ諸国におけるフランスの

比率は、中国、ロシアなどの増大や、ドイツ、イタリアの健闘でむしろ縮小しているとさ

れる。 

 

・アフリカへの直接投資額は 67.6％の増加に 

 2011 年のフランスの対アフリカ直接投資は

44 億 2,700 万ユーロで、前年比 67.6％増となっ

た（表 3 参照）。同年のフランスの対外直接投資

総額が 23.4％増だったことをみても、アフリカ

投資の伸びは顕著だった。 

 

 地域別にみると、北アフリカは「アラブの春」

の影響で大幅に減少した（前年比 68.2％減）。

一方、サブサハラ地域は 2.1 倍となった。また、

CFA（アフリカ金融共同体）フラン圏への投資

が 3.1 倍と急増し、インフラ設備への投資や石

油や鉱石などの資源開発投資が牽引役となった。

国別でみると、アンゴラ、コンゴ共和国、ガボ

ン、ナイジェリアへの投資の伸びが大きい。 

 

 

・中小企業にとってはまだハードルが高いアフリカ進出 

 アフリカに進出したフランス企業の団体である CIAN は、フランス企業のアフリカでの

動向や企業によるアフリカ各国への評価などをまとめた年次報告書を作成している。ジェ

トロは、CIAN のステファン・デュカム事務総長に近年のフランス企業のアフリカ進出動向

について聞いた。インタビューの概要は以下のとおり。 

 

 年間の実質 GDP 成長率が 5～8％と高成長が続くアフリカに、歴史的にアフリカと関係

が深いフランス企業が成長の可能性を見つけようとするのは当然の動きと言える。歴史的

背景から両者の関係は複雑だが、それを乗り越えて成長するアフリカとの経済関係を強固

なものにするためには、もっとアグレッシブな経済政策が必要だ。しかし、フランス政府

はまだはっきりした支援策をとっているとは言えない。企業は煮え切らない政府の支援を
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待つことなく、積極的だ。CIAN のアフリカフォーラムの盛況ぶりがそれを物語っている。

CIAN が 2013 年 2 月に、パリ商工会議所の協力の下で開催したもので、この種のフォーラ

ムとしては異例の約 800 人もの参加者があった。 

 

 アフリカは、大きく 4 地域に分けられる。まず北アフリカ。モロッコに関しては、途上

国というよりも新興国との関係に近い。チュニジアは革命後の混乱期にある。アルジェリ

アはポテンシャルこそ高いが、軍の勢力が強く、対話に困難な面がある。しかし、チュニ

ジアもアルジェリアも、フランス企業の進出にとって必要な基盤が十分にある。 

 

 次にサブサハラ地域。フランス語圏と英語・ポルトガル語圏に分かれるが、ここ最近の

フランス企業の動きとして注目されるのは、フランス語圏内での投資が継続的にあると同

時に、既にフランス語圏に進出している大企業が経済成長率の高いアンゴラ、モザンビー

ク、ケニア、ガーナ、タンザニアといった英語・ポルトガル語圏への展開を進めているこ

とだ。他方、中小企業にとってはフランス企業のネットワークがない英語・ポルトガル語

圏はビジネス環境も整っておらず、直接進出するにはハードルが高いといえる。CIAN はア

フリカ各国のビジネス環境を進出企業へのアンケートを基に、インフラ、行政、経済・財

政、社会、社会文化、コスト、持続的発展の 7 つの分野で 43 項目にわたって評価し、マグ

レブ、西アフリカ、中央アフリカ、南・東アフリカおよびインド洋の 4 地域に分けて年次

報告書に掲載している。それによると、ビジネス環境についてはマグレブ諸国で評価が高

い項目があるものの、アフリカ全体としては厳しい。 

 

・自国内および国際的企業間の協力体制を模索 

 フランス企業は同じフランス企業との協力体制の構築が不得手で、個人主義的な傾向が

強い。他方、ドイツは自国の企業間協力が得意で、大企業が入札する場合に下請けにドイ

ツ企業を使わないと期限内にプロジェクトを完成する保証はできないというかたちで本国

の中小企業を連れてくる。日本も企業間の協力体制は強いといわれる。 

 

 フランス企業も最近は、自国企業との協力体制を構築する方向にある。大規模契約が中

心だが、フランス企業の競争力が高い分野では小型契約でも協業している。例えば、石油

開発分野でトタルが大型工事請負のポンティチェリ、油田検層のシュルンベルジェなどと

組んで落札に成功している。 
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 しかし、今後は自国だけでなく、他国企業と協力する国際的企業間協力が重要だと考え

る。アフリカ進出が顕著な新興国インド、ブラジル、トルコ、中国と対抗するのではなく、

適材適所で協力するべきだ。日本企業との協力も必要だろう。 

 

・中国企業進出はフランス企業にプラスとマイナス 

 メディアは、アフリカに進出する中国企業をフランス企業を脅かす存在として報じてい

る。特にフランス企業がこれまで得意としてきた公共工事や建築の分野で、中国企業に大

きくシェアを奪われている。その結果、建設大手ブイグやエファージュ、ブイグ子会社の

道路建設コラスなどフランス企業のシェアが減少した。しかし、中国企業が進出していな

い分野には浄水、配電、通信などがあり、フランス企業の活躍の場はまだ残っている。 

 

 また、中国企業には継続性の問題がある。習近平国家主席が 2013 年 4 月にアフリカ諸国

を訪問した際の演説の中で「（西欧諸国とは違い）中国は第三世界の 1 国として、アフリカ

と同等の立場での交流を行う」という立場を強調していたが、これはいつまでも使えるカ

ードではない。また、アフリカ進出が長い西欧企業が既に導入済みの「社会・環境的責任」

という考え方を、多くの中国企業はまだ導入していない。アフリカでも進出先の国民・環

境への配慮は必須となっている。また、中国人労働者を連れてきて現地の人を雇用しない

といった事業の進め方には、国民の反発が大きい。 

 

 一方で、中国企業は未開の土地に新しく道路を開通させるようなプロジェクトを完遂す

る実力を持っている。例えば、コンゴ共和国の南大西洋沿岸の都市ポワント・ノワールか

ら内陸のルモボまで約 200 キロの道路を建設した。この道路で他国の企業も恩恵を受けて

いる。フランスの食品加工ソムディアはこの道路開通により輸送費が 2 分の 1 となり、輸

送量は 3倍になったという。輸送が容易になることで現地市場への物流がスムーズになり、

同時に国内市場を発達させ、アフリカ国民も恩恵を受けている。 

 

 また、中国企業とパートナーシップを組むフランス企業もある。セメント大手ラファー

ジュは、アフリカで初めてセメント製造を行ったザンビアで、中国企業とパートナーシッ

プ契約を締結した。セメント製造には多額の投資が必要だが、欧州の基準を満たすレベル

の製品を作る場合でも、中国企業に生産を委託すればコストが 2 分の 1 で済む。また、ア

フリカで物流ネットワークを構築している複合企業のボロレグループは、港のコンテナ用

ターミナルで使用する大型クレーンなどの大型機械を欧州基準に基づいて中国で製造し、
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アフリカの港に納入している。これら 2 つの例は合弁ではなく、フランス企業が中国企業

へ下請けをしている例だが、今後中国企業との合弁企業の例が生まれることを期待してい

る。 

 

・アフリカ熱に忠告も 

 現在の中国やインドの発展を見て「次はアフリカ」とよく言われるが、新興国とアフリ

カを単純に比べるのは危険だ。アフリカは 54 ヵ国からなり、政治的に複雑だ。その上、ナ

イジェリア、エジプト、エチオピア、コンゴ民主共和国以外は、比較的人口の少ない国が

多い。企業が投資を考える場合には、市場規模が大切になる。そのため、CIAN はアフリカ

市場の地域統合を推進する立場をとっている。 

 

 なお、フランスの投資基金 PAI パートナーズの代表リヨネル・ザンズー氏は「アフリカ

は今後の 30 年間で継続的に経済発展するだろうが、戦争の危機と隣り合わせだ」との見方

を示している。アフリカは経済発展の要素を全てそろえているが、政治・社会的な危機は

誰にも予想できないということだ。現在 10 億の人口は 2040 年には 2 倍になるといわれ、

その多くが若年層だ。それは発展の希望だが、この若年層に雇用を与えられなければ大き

な危険へと変わる。その上、2025 年には人口の半分以上が都市部に集中すると予想される

だけに、インフラ整備が必須となる。10 年前のアフリカ悲観主義が 180 度変わり、今日で

はアフリカ楽観主義がまん延しているが、慎重に現実的に対処すべきだ。アフリカ諸国の

政府は自国の発展のための努力が必要で、現時点ではまだ十分とは言えない。 

（2013 年 05 月 02 日 パリ事務所 渡辺智子）  
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4. RE などドイツ産業の強みを生かした展開（ドイツ） 

 

アフリカ諸国の経済成長に伴い、ドイツ企業のアフリカビジネスが拡大している。自国

が強みを持つ再生可能エネルギー（RE）などの産業分野を切り口として、戦略的に対アフ

リカ経済政策に取り組んでいる。 

 

・商工会議所の在外ネットワークを拡充 

 ドイツ連邦銀行によると、2011 年にドイツの対アフリカ直接投資（ネット、フロー）は

16 億 3,200 万ユーロとなり、2008 年と比べて 2.3 倍の規模になった（図 1 参照）。対アフ

リカ投資における主な相手国は、南アフリカ共和国（45.6％）、エジプト（23.3％）、ナイジ

ェリア（5.9％）、モロッコ（1.7％）が上位に並ぶ。なお、これら 4 ヵ国はそれぞれ英国や

フランスとは歴史的に深い結び付きがあるが、ドイツとは政治的なつながりはそれほど強

くない（英国は南ア・ナイジェリアの旧宗主国で、エジプトも保護国化。モロッコはフラ

ンスの保護国だった）。しかしドイツは、歴史的な結び付きが少ない国に対しても自国の強

みを生かした進出をしている。 

 

 連邦政府は、2007 年に EU・アフリカ首脳会議で採択された「アフリカ・EU 共同戦略」

をベースとして、2011 年に「アフリカコンセプト」を策定した。このコンセプトに基づい

て、各地の在外商工会議所（AHK）が、ドイツ貿易・投資振興機関（GTAI）や在外公館と

協力して対アフリカ経済政策の実施に取り組んでいる。現在、エジプト、南ア、チュニジ

ア、ナイジェリア、モロッコ、アルジェリア、アンゴラ、ガーナ、ケニアに在外商工会議
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所ないし代表事務所を置いているが、過去 10 年間で 4 拠点が新設されるなど、在外ドイツ

商工会議所のネットワークは拡大している（表 1 参照）。連邦経済・技術省が新設される事

務所の資金を提供し、ドイツ商工会議所連合会（DIHK）が運営の指揮をとる。また、GTAI

の在外スタッフが南ア、ケニア、エジプト、チュニジア、ガーナで活動しており、これら

の機関が連携し経済界のアフリカビジネス促進に向けて、情報提供・市場調査・市場開拓

ミッション・見本市出展などの事業を実施している（表 2 参照）。 

 

 さらにドイツの対外開発協力政策については、2011 年にドイツ開発サービス公社（DED）

と技術協力公社（GTZ）、国際向上教育・開発協会（InWEnt）が再編・統合された「国際

協力公社（GIZ）」がその役割を担っている。 

 

 

・RE 技術を重点とした輸出支援事業 

 「アフリカコンセプト」によると、アフリカ戦略の重点分野は RE だ。原油価格が史上最

高値を記録した 2008 年以降、アフリカ各国で RE 関連技術への関心が高まり、その利用拡

大のための助言をドイツに求める国が多いようだ。こうした各国のニーズを踏まえて、経

済・技術省の輸出振興プログラム「輸出イニシアティブ・再生可能エネルギー」に基づき、

さまざまな輸出振興支援事業が実施されている。 

 

 例えば 2013 年には、5 月にアルジェリア・アルジェ（テーマ：太陽光エネルギー）、6 月

にモロッコ・カサブランカ（バイオマス）、10 月にケニア・ナイロビ（太陽光エネルギー・

風力エネルギー）、11 月にナミビア・ウィントフック（太陽熱エネルギー）、12 月にエジプ

ト・カイロ（風力エネルギー）への企業ミッション派遣が予定されており、11 月にはモロ

ッコ・カサブランカで開催される RE 専門見本市への国内関連企業の出展を支援する予定だ。 
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 また政府間協力の枠組みとして、ドイツは 2 国間エネルギーパートナーシップの締結に

積極的に取り組んでいる。2012 年 7 月にモロッコ、2013 年 1 月にチュニジア、2 月には南

アとそれぞれエネルギーパートナーシップを締結し、RE 分野におけるドイツ企業のビジネ

スチャンス拡大を支援している。 

 

・南アは太陽光発電にビジネスチャンス 

 南アは、ドイツにとってアフリカ最大の投資相手国であると同時に、最大の輸出先でも

ある（図 2、3 参照）。そのため、非常に重要な経済的パートナーとして、ドイツは南ア向

けビジネスを促進するために多面的な取り組みを実施している。 
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  経済・技術省アフリカ担当部長のハンス・レオポルド・フォン・ビンターフェルト氏は

「南アの産業構造は厚みを増しており、ドイツ企業にとってビジネスチャンスが非常に大

きい。特に、送電線を必要としない分散型電源である太陽光発電には大きなビジネスチャ

ンスがある」と語った。ドイツは、前述のエネルギーパートナーシップと並行して、南ア

に対して「TREE」という能力開発プログラムを実施しており、同国の政府関係者や金融関

係者に対して、RE 分野の専門知識やビジネスノウハウを提供するトレーニングを行ってい

る。2013 年の対象国として、アンゴラ、モザンビーク、ロシアとともに南アが選定された。

そのほか、ヨハネスブルクで開催される見本市にドイツ企業を取りまとめて出展するなど、

両国間のビジネス促進に資する活動を積極的に実施している。 

 

・職業教育訓練で長期的なビジネス関係を構築 

 ビンターフェルト氏はさらに、「アフリカビジネスにおいて、中国の存在はドイツにとっ

てネガティブなことではない」と述べ、旺盛な対アフリカ投資を行う中国を評価すると同

時に、「ドイツは、国内で実施している職業教育訓練のように、職業学校で理論を学び、企

業で実践を学ぶ二元的制度『デュアル・システム』と同様の研修制度を現地の従業員に提

供する取り組みを 1985 年から行っている」とし、中国企業の投資手法とは一味違うことを

強調した。 

 

 また、同氏は「アフリカの各国政府は持続可能なビジネスを求めており、ドイツの人材

育成の取り組みを評価している」と述べた。このように長期的な視点に立ってアフリカ投

資を行っている点が、ドイツのアフリカ投資成功の秘訣（ひけつ）だといえる。 

 

 ドイツは、自国の得意分野・特徴的な手法を武器に対アフリカ経済政策を戦略的に実施

し、アフリカ諸国の各政府の要望に応えるとともに、ドイツ企業の投資意欲を高めること

に成功している。 

（2013 年 05 月 07 日 ベルリン事務所 アンヤ・ハンケル、望月智治） 
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5. エネルギー、インフラ分野でイタリア企業の進出目立つ（イタリア） 

 

イタリアは近年アフリカ諸国と友好関係を構築しており、特に地理的に近い北アフリカか

ら多くの重要な天然資源を輸入している。最近ではサブサハラ地域にもイタリアの大企業

が進出し、ビジネスを活発化させている。特にエネルギー、インフラ分野におけるイタリ

ア企業の進出は著しい。 

 

・歴史的な交流がベース 

 イタリアは 19 世紀後半から 20 世紀初頭にかけ、エチオピア、エリトリア、ソマリア、

リビアなどを植民地や保護領に収めていた。第二次世界大戦中のイタリア兵捕虜の一部は、

南アフリカ共和国の英国軍管理の収容所に収容され、戦後もアフリカに残ることを選択し

たイタリア人が、技術力を生かしてさまざまなかたちでアフリカ発展に貢献してきた。 

 

 地理的に近い北アフリカ諸国とは緊密な通商関係を築いている。特にイタリアが 2008 年

に植民地政策を謝罪し、25 年間に計 50 億ドルの投資を行うことで合意したリビアは、イタ

リアへの最大の原油供給国となった。また、天然ガスはアルジェリアからの輸入がイタリ

アの天然ガス輸入の約 3 割を占め、リビアからの輸入も合わせると 4 割以上を北アフリカ

に依存している。 

 

 サブサハラ地域では、近年の天然資源の発見によりインフラ整備の進展や消費市場の拡

大が見込まれているため、ビジネス拡大を見据えて関係強化を急いでいる。 

 

 主にサブサハラ地域に対するイタリア企業の関心を促すため、経済開発省は2009年に「ア

フリカプラン（Piano Africa）」を発表し、投資や貿易面でのビジネスチャンスに関する情

報を提供している。経済開発省とイタリア貿易振興会（ICE）はアフリカプラン実現のため

に、2009 年に 350 万ユーロの予算を充当。また SIMEST（特に海外直接投資に関して資金

面での支援を行う政府機関）は、同年に 9,000 万ユーロをサブサハラ地域での投資プロジ

ェクトに、SACE（貿易保険や国際化を推進する企業への融資保証などを行う政府機関）は

7 億 2,000 万ユーロを同地域での貿易保険や投資保証に充てている。 

 

 最近では 2012 年 5 月、ジュリオ・テルツィ・ディ・サンタアガタ外相が、エチオピア、

モザンビークを訪問し、両国の首相、外相と会談した。イタリアはモザンビークと独立以
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前から友好関係にあり、独立後の同国の発展に寄与してきた。会談でイタリアは今後 3 年

間で 1,500 万ユーロの資金援助を約束、モザンビークは投資企業が事業活動を展開しやす

いビジネス環境の整備を約束した。 

 

 2013 年 2 月にはイタリア、ウガンダ両国外相がローマで会談。イタリアのテルツィ外相

は、アフリカのエネルギー分野ビジネスにイタリア企業の関心が高まっていることを強調。

両国は中小企業間協力に関する覚書の署名に向けて話し合いを進めることで合意した。 

 

・貿易額は 10 年間で倍増 

 イタリア国家統計局（ISTAT）によると、2012 年のアフリカ向け輸出は前年比 18.9％増

の 190 億 1,500 万ユーロ、輸入は 26.7％増の 351 億 6,900 万ユーロとなった。輸出入とも

に北アフリカ諸国（ISTAT の定義では、アルジェリア、エジプト、カナリア諸島、セウタ、

リビア、モロッコ、メリリア、チュニジアを指す）との貿易が伸びたことが影響した。 

 

 2003 年から 2012 年までの足掛け 10 年間のイタリアとアフリカの輸出入額は、2009 年

にリーマン・ショック以降の金融危機で、2011 年は北アフリカ諸国の「アラブの春」で落

ち込んだが、全体的には増加基調だ（図 1、2 参照）。2012 年の輸出入額は、2003 年に比

較してほぼ倍増している。 
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 国・地域別でみると、2012 年の輸出は北アフリカ諸国向けが前年比 26.3％増の 135 億

8,300 万ユーロと増加。特にリビア向けの輸出は、2011 年にアラブの春による政情不安で

77.4％減の 6億 1,000万ユーロと大きく落ち込んだが、2012年には約 4倍増と急回復した。

2012 年の最大の輸出先はアルジェリアで、アフリカ向け輸出全体の 19.8％を占める。次い

で、チュニジア、エジプト、リビアが続き、アフリカ向け輸出の約 7 割は北アフリカ諸国

向けとなっている。 

 

 北アフリカ諸国以外では、南ア向けの輸出が最も多く、前年比 2.5％増の 17 億 7,800 万

ユーロとなった。アフリカ全体の中では 5 位の輸出先だ。南ア向けは、機械、輸送機器、

化学品などが多く、特に機械が全体の約 3 割を占めている。その他の国では、ナイジェリ

ア、アンゴラ、エチオピアなどだが、構成比としては 5％にも達していない。 

 

 2012 年の輸入は、北アフリカ諸国からの輸入が前年比 49.9％増の 269 億 7,900 万ユーロ

となり、全体に占める割合も 76.7％となった。このうちリビアからの輸入は 3.2 倍の 128

億 7,400 万ユーロとなり、アフリカでは最大の輸入相手国に返り咲いた。イタリアにとっ

てリビアは最大の原油輸入国、天然ガスでは 3 位の輸入国だったが、2011 年の政情不安で

石油・天然ガス分野の大手 ENI がリビアでの天然ガス生産活動の一時的な中断を余儀なく

されるなどの混乱が生じ、リビアからの供給量は大きく減少した。しかし、2012 年は以前
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とほぼ同様の水準にまで回復している（下記資料参照）。 

 

 北アフリカ諸国以外からの 2012 年の輸入は、イタリアの内需低迷の影響もあり、前年比

16.1％減の 81 億 8,900 万ユーロとなった。同地域からの輸入はその約半分を原油が占めて

おり、特に 2011 年は北アフリカ諸国からの原油輸入の減少を補うため、サブサハラ地域か

らの原油輸入が増加。2011 年はナイジェリアからの原油輸入は 3.7 倍、アンゴラは 5.8 倍、

コンゴ共和国は 7.8 倍と急増した。また、原油の商業生産が開始されたガーナについては、

2011 年から原油の輸入が開始された。一方で北アフリカ諸国からの原油輸入が回復した

2012 年は、サブサハラ地域からの原油輸入が減少し、全体の輸入額も減少する結果となっ

た。 

 

・サブサハラ地域では主に大企業が活躍 

 ICEとミラノ工科大学などが協力して集計したデータによると、2011年 12月末日現在、

アフリカ全体でイタリア企業が資本参加する企業数は 955 社。そのうち北アフリカ諸国に

は 622 社が立地しており、約 3 分の 2 が北部に集中している。その他アフリカ諸国に立地
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する企業は、南アが 123 社と最も多く、次いでナイジェリアが 29 社、アンゴラとセネガル

が 19 社で続いている。 

 

 企業規模でみると、従業員 250 人以上の規模の企業が多いが、北アフリカ諸国では、従

業員 249 人以下の企業が 46.0％を占め、中小企業も存在感を示している（図 3 参照）。しか

し、サブサハラ地域を含めたその他アフリカ諸国では、249 人以下の企業は 21.1％にとど

まっており、大企業を中心とした企業の進出が進んでいる。また売上高では、従業員 250

人以上の企業の売り上げが、北アフリカで 96.7％、その他アフリカ諸国でも 95.0％を占め

ており、特にサブサハラ地域では大企業の存在感を大きいといえる。 
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 例えば、エネルギー分野では、ENI が 1960 年代からサブサハラ地域でガスおよび石油の

探索、開発を展開している。現在、ナイジェリア、コンゴ共和国、アンゴラをはじめとし

て同地域で石油とガス合計で、石油換算 1 日 45 万バレル相当を生産している。2000 年代

後半に進出したモザンビーク、ガーナでもガスおよび油田を発見し、2012 年 3 月に発表し

た「2012－2015 年戦略」の中でも、両国周辺地域を特に潜在性の高い地域として、さらな

る発展を見込んでいる。 

 

 再生可能エネルギー分野でも、大手のモンカーダエネルギーグループは、2011 年から現

地企業のサウスアフリカンソーラーキャピタルとパートナーシップを組み、南アで総設備

容量 520 メガワットピーク（MWp）、計 7 件の太陽光発電プロジェクトを進めている。プ

ロジェクトは 2012～2016 年の実現を予定している。また同グループはモザンビークで、食

糧生産に不向きな乾燥地域でも生産可能で、食糧と競合しないエタノール原料として注目

されているジャトロファの栽培も行っている。 

 

 インフラ分野でも建設大手のサリーニは、アフリカでダム、水道設備、水力発電、道路

などを中心に 50年以上の実績を持ち、同社の受注の半分以上をアフリカ案件が占めている。

特にエチオピアとナイジェリアが主要市場となっている。最近では、エチオピアにおける

アフリカ最大規模の水力発電プロジェクト（受注金額 33 億ユーロ）、ナイジェリアの上水

道設備（2 億 5,000 万ユーロ）などを受注している。その他インフラ分野でも、中小企業を

含めた多くのイタリア企業がアフリカに進出している。 

 

 ほかにもさまざまなプロジェクトが動いている。フィアットグループで商用車を製造す

るイベコは、2012年 10月に南アの現地企業と合弁で商用車やバスを製造すると発表した。

年間生産台数は商用車 7,000 台、バス 1,000 台とし、2013 年後半から順次生産を開始する

予定だ。また乳製品を中心とした食品製造大手のパルマラットは、南アを中心にザンビア、

モザンビーク、ボツワナ、スワジランドのサブサハラ地域で製造と販売を展開している。

チョコレートなどの菓子を中心とした食品製造大手のフェレロは、現地雇用の創出とその

利益の現地還元も目的とした製造拠点をカメルーンと南アに設立し、企業の社会的責任

（CSR）に関する活動も積極的に展開している。 

（2013 年 05 月 08 日 ミラノ事務所 三宅悠有） 
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6. アルストム、南アのエスコムとともに発電インフラの整備に力点 

（フランス・南アフリカ共和国） 

フランスの重電・輸送機器大手アルストムは、南アフリカ共和国の電力公社エスコムと

の協力を通じて、同国の発電事業のインフラ整備に尽力してきた。最近では、旅客鉄道輸

送に関する大規模プロジェクトにも応札しており、インフラ整備プロジェクトに果敢に挑

んでいる。他方、南ア政府が期待する国内サプライヤー育成への協力とそのための技術労

働者の数の確保が引き続き課題であることを明らかにしている。 

 

・南アでの主力は電力分野 

 アルストムの 2011年度（2011年 4月～2012年 3月）の売上高は 199億 3,400万ユーロ。

このうち、中東・アフリカ事業は 29億 9,700万ユーロで全体の 15.0％を占める（表 1参照）。

アルストムの南ア現地法人のジェローム・ボワイエ社長によると、アルストムの事業活動

は現在、西欧の比率が最も大きいが、中・東欧や北米、アジアもかなりの比重を占めると

いう。他方、中東・アフリカ事業は全体の 12％で、そのうちアフリカ事業は 5％にすぎな

いが今後、発展の可能性があるとしている（同社長へのジェトロのインタビューは 2013 年

2 月 27 日）。 

 

 ヨハネスブルクの拠点は、南アのほか 13 ヵ国をカバーし、ナミビア、ボツワナ、ジンバ

ブエ、モザンビークから、ザンビア、アンゴラにまで及ぶ。コンゴ民主共和国やその他の

国々については、まだ様子をうかがっている段階だという。 

 

 北アフリカ地域はモロッコの拠点が統括しており、ケニア、タンザニア、エチオピアを

カバーする。また、ナイジェリアのラゴス拠点がナイジェリア全体をカバーしている。セ

ネガルとコートジボワールにも小規模なプロジェクト事務所がある。なお、中部アフリカ

地域については、事業が少ないこともあり、特に事務所を設置せず、フランスの本社が直

接カバーしており、プロジェクトベースで活動していると説明した。 

 

 同社長によると、南部アフリカ地域の事業活動は前述の 14 ヵ国で年間 1 億ユーロ程度の

規模になるという。事業内容は主に電力事業だ。輸送事業や再生可能エネルギー（RE）事

業についてはまだこれからで、送電設備事業、具体的には変圧器とスマートグリッドが少

しある程度だ。これらが南部アフリカ地域の中核事業で、3 分の 1 がサービス分野、3 分の

2 が建設分野という。アルストムの南ア事業の歴史は 100 年以上前にさかのぼるが、製造拠
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点は現在、置いていない。2003 年に売却したためだ。しかし、いくつかの建設請負業者と

は緊密に協力しており、多くのプロジェクト運営を行っているという。 

 

 

・電力公社エスコムとの事業が全体の 95％ 

 アルストムが 20 世紀初めに南ア最初の拠点を開設したのはケープタウンだったが、現在

は南ア事業の中核拠点をヨハネスブルクに置いている。当初ケープタウンに拠点を設置し

たのは、機材の輸入が容易だったためだという。その後、顧客がヨハネルブルクを拠点に

したため、移設した。事業の 95％はエスコム（Eskom）との協力によるもので、1 日に何

度も同社に足を運ぶことから、同社の近くに南ア本社の拠点を置くことになったという。

ただ、今でもケープタウンには事務所を 1 つ置いている。そのほか、ヨハネスブルクの空

港近くに全ての部品を管理するための技術センターを置き、メデュピとクシレのそれぞれ

にプロジェクトベースの大規模事務所を設置している。メデュピでは 80 人、クシレでは 60

人の従業員が勤務している。 

 

 アルストムの南アでの事業を担うのは、ヨハネスブルクのアルストム・サウスイースト

（S＆E）アフリカ（出資比率：100％）で、このほか、現地法人アルストム・サウスアフ

リカ（ASA）の子会社として、保守サービスや改修工事を行うアルストム・パワー・サー

ビスとアルストム・ジョン・トムソン（AJT）がある。 

 

 アルストムの南ア事業は、同国のインフラ整備の発展とともに成長してきた。鉄道網の

構築に向けて旅客列車や貨物機関車を南アに供給してきたほか、エスコムとの協力を通じ

て、電力インフラの整備に貢献してきた。 
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・電力料金の適正化に苦慮 

 アルストムの南アでの主な事業は、（1）発電事業、（2）輸送機器事業、（3）送電設備事

業の 3 つで、これら 3 事業の概要を以下に説明する。 

 

（1）発電事業 

 1990 年代の終わりから南ア経済が急成長したことにより、電力需要が高まった。これを

受けてエスコムは発電能力の増強に着手した。また、既存発電所の近代化工事の需要も出

ている。 

 

 アルストムが受注した近年の主なプロジェクトは表 2 のとおり。発電事業の発展は、エ

スコムとの長年にわたる協力関係の歴史とみることもできる。現在、エスコムとの発電プ

ロジェクトの総容量は 9.6 ギガワット（GW）に達している。また、エスコムとともに、発

電所の稼働、エンジニアリング、メンテナンスの全てを行っている。アルストムが設備を

供給し、エスコムが発電所を稼働させ、一緒にメンテナンスを行ってきた。 
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  南アでは毎年、電力料金が上昇し、電力は南アではビジネスのカギを握る問題となって

おり、エスコムは解決のための努力をしている、とボワイエ社長は説明する。そして、非

常に政治的だが、忘れるべきではない問題になっていると強調する。エスコムは 100％国営

企業であるため、公共事業体として、難しい立ち位置にあるという。公共事業体ゆえ、利

益を上げることが非常に難しい状況になっている。また、南アの電力料金は歴史的に極端

に低いという。長い間、エスコムは世界でも最低水準の料金を維持してきたが、現在、電

力料金を 2 倍に引き上げるためにエスコムは苦心している、とボワイエ社長は説明する。

南アは良質な石炭を輸出するため、石炭の値下げ交渉があまりできず、中程度の質の石炭

を確保するのだという。その価格が上がっているため、生産コストが上昇し、電力料金上

昇につながっている。石炭価格は過去 10～15 年で劇的に上昇したと、ボワイエ社長は強調

する。 

 

 また、発電所設備の老朽化が進み、メンテナンス費用が増加していることも電力料金の

上昇につながっているという。もはや、エスコムは料金引き上げという方法しか解決手段

が残っていないが、それは民営化につながり、仮に民営化されれば、長期的な負債を抱え
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ることにつながるとの政治的な見通しから、身動きが取れなくなっているという。 

 

・石炭火力発電所の設備納入をほぼ独占 

 他方、アルストムは南アにある 13 ヵ所の石炭火力発電所のうち 12 ヵ所に、タービンや

発電機といった主要設備を納入している。南アの発電設備の約 80％がアルストム製だとい

われている。これは、アルストムが南アに進出してから長い歴史があり、エスコムが同社

の設備を使ってくれたからだ。「エスコムは購入の際に、設備の寿命が長いことも理解して

くれているので、当社を信頼してくれて、長期的な関係を構築できている」とボワイエ社

長は説明する。また、各発電所のメンテナンス契約は、エスコムが国営企業であるため、

入札手続きが必要となるが、アルストムは納入した機械を熟知しており、ニーズも理解で

きるので、即座に適正な価格を提示でき、競争上の優位性を確保できているという。発電

所の設置には費用がかかるが、アルストムは 2～3 年の期間ではなく、長期的な視野で費用

を抑えることができる点が競争力につながっている、とボワイエ社長は力説する。それは

エスコムとの長年の関係に加え、南アで長年にわたり活動を続けてきた自信の裏返しでも

ある。 

 

・旅客列車プロジェクトの獲得目指し応札 

（2）輸送機器事業 

 アルストムは、南アの鉄道・鉄道車両ビジネスにも高い関心を示している。過去に旅客

列車や貨物機関車を南アに供給してきた歴史もある。南アでは旧式列車の交換需要がある

ほか、新技術の導入、メンテナンス費用の削減、環境負荷の低減に寄与する技術にも需要

があるという。 

 

 「フィナンシャル・タイムズ」紙（電子版 2012 年 12 月 5 日）は、アルストムが南アで

旅客列車の大型プロジェクトを落札したと報道したが、ボワイエ社長によると応札しただ

けで、2 月 27 日現在まだ南アフリカ旅客鉄道公社（PRASA）と交渉途上にあり、最終的に

契約できるかどうか「結果を待っている状態だ」と説明した。ボワイエ社長は契約締結ま

で詳細は明らかにできないと話したが、同紙によると、契約規模は 510 億ランド（1 ランド

＝約 11 円）で、2015 年から 10 年間で 3,600 両を供給するとともに、18 年間のメンテナ

ンスサービスおよび交換部品の供給を受注したという。 

 

 今回の入札は、現地提携先で電気機械設備メーカーのアクトム（ACTOM）とのコンソー
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シアムを通じて行われたようだ。PRASA は、10 年契約で国内産業の育成にも資する契約

を希望しているとのことで、アルストムは現地化に応える意向を示している。もし、サプ

ライヤーが現地にいなければ、自分たちで工場を立ち上げ、部品を供給する意向をボワイ

エ社長は表明している。 

 

 南ア政府は、今後 20 年間に 1,230 億ランドを投資して旧式の列車や鉄道網を近代化し、

旅客需要に対応する方針だ。南アはアフリカ大陸ではインフラ整備が最も進んでいるが、

現在運行中の車両の約 90％は 1950 年代に調達し、残り 10％は 1980 年代に購入したもの

だという。 

 

 前述のフィナンシャル・タイムズ紙によると、今回のプロジェクトを通じて 8,000 人以

上の直接雇用を創出することが見込まれている。政府はインフラ投資の強化により、失業

問題の改善および経済成長の加速効果を見込んでいる。また一部報道は、アルストムが南

アに車両工場を建設する計画を持っていると伝えたが、ボワイエ社長も工場建設の用意が

あることを認めている。南アでは車を持たない人々の移動手段として鉄道が利用されてお

り、政府は旧式列車の刷新と公共輸送網の拡充を進めている。 

 

 他方、アクトムは電気機械設備の製造、修理、販売や一括受託を事業としている。アク

トムはもともとアルストムの一部だったが、2003 年にアルストムがキャッシュフローの問

題から中核ではない事業資産を売却した際、処分された製造部門が現在のアクトムになっ

たという。アルストムとアクトムは共通の歴史的背景を持つが、今では資本関係はなく、

全くの別会社だ。しかし、歴史的経緯から両社の関係は緊密で、互いに重要なビジネスパ

ートナーであり、アクトムはしばしばアルストムの協力企業になるという。鉄道ビジネス

の一部はアクトムとともに取り組んでいる、とボワイエ社長は言う。 

 

・現地提携先メーカーが送電設備を現地生産 

（3）送電設備事業 

 アルストムは 100 年以上前から、南アで送電設備事業を展開している。アクトムが送電

設備を現地生産し、220～750 キロボルト（kV）の変圧器や開閉装置などを供給している。 

 

 また、アルストムは事業の国際化戦略において現地化が不可欠で、事業発展においても

重要な要素だとの考えから、南アでは現行の発電プロジェクトで必要部品の約 50％を現地
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の部品メーカーから調達している。さらに、設計、生産技術などにおけるノウハウの伝達

を通じて現地企業をサポートし、長期的な協力関係を構築することに尽力している。これ

はアルストムが長い間、南アでビジネスを展開してきたことに加え、エスコムから要請の

ある国内産業育成に応えるための努力でもある。 

 

・新規サプライヤーの発掘が課題 

 国内サプライヤーの育成の過程で、アルストムは多くのことを学んだという。適切な現

地サプライヤーを探すことは可能だが、どうやって探すかが引き続き課題だとしている。

新しいサプライヤー探しと、サプライヤー発掘後に必要なレベルに育成するという課題は

まだ達成できておらず、そのため、まだ輸入が必要だとボワイエ社長は説明する。産業と

してのポテンシャルは大きいものの、能力のあるサプライヤーをどうやって探し出すかが

問題で、イエローページ（職業別電話帳）のようなものはないので、手間のかかる作業だ

という。例えば、当初は国内での調達は無理なので、輸入するしかないと考えていたケー

スでも、類似部品を生産しているサプライヤーにたどりつき、現地調達が可能になったこ

ともある。このケースでは、適切なサプライヤー企業にたどりつくまでに 8 ヵ月かかった

とボワイエ社長は語った。 

 

 加えて、人材育成が南アの将来の発展に寄与するとの考えから、800 人を超える専門工や

エンジニア、マネジャーを訓練・育成する計画を進めている。南アでの従業員が 450 人な

ので、800 人というのがいかに大きな数字であるかが分かる。800 人の研修生全てを雇用す

るわけではなく、関連企業やサプライヤーで雇用される研修生もいるという。研修を受け

ている 20～25 人のエンジニアは直接雇用することになるとボワイエ社長は言う。 

 

 南アでは労働者のスキルが足りないのではなく、スキルのある労働者そのものが足りな

い点が課題だ。失業率で判断すべきではなく、スキルのある労働者は全て雇用されている

ため、失業者たちのスキルを向上させることが政府や企業の課題だ。さらに、スキルのあ

る労働者の離職率は高いため、必要な数を上回る労働者を訓練すべきだとボワイエ社長は

話している。 

 

・小学校から大学までの数学・科学教育を支援 

 また、南アでは数学や科学の教育カリキュラムの質が高くないため、大学や高校の教育

を支援するだけではエンジニア育成には不十分で、小学校の段階から数学と科学教育を支
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援しているという。特に、大学を中心とする 30 の学校を支援しており、その内訳は、ラフ

ァラレの 10 校、ビットバンクの 10 校、ケープタウンの 10 校となっている。アルストムの

事務所や主なプロジェクトがある地域を優先的に選択して、支援しているという。 

 

 ちなみに、人材育成に関する大学との協力事例として、アルストムが主催するクリーン・

エネルギー・システム・テクノロジー（ACCEST）講座をウィットウォータースランド大

学で、2011 年 12 月に開設した。アルストムは 2009～2016 年にさまざまなプロジェクトに

1,700 万ランドを投資。南アのエンジニア不足の解消や次世代のクリーンエネルギー専門家

（エンジニア）育成に努めている。 

 

 なお、南部アフリカ地域の地域統合について、ボワイエ社長は「挑発するわけではない

が」としながら、アフリカに輸出をしたいのであれば、工場をフランスにつくるべきだろ

うと述べた。なぜなら、フランスはアフリカの 30 ヵ国以上と二重課税防止条約を締結して

おり、南アの 21 ヵ国より多いからだという。その意味で、南アはアフリカの南端の島国の

ようなところだと説明する。また、輸送分野でも技術的な問題が多く、近隣のアンゴラや

ナミビア、ボツワナへの高速道路や列車、航空の輸送能力も十分ではないという。近隣諸

国への輸送問題は大きな課題だ、とボワイエ社長は強調した。 

 

 さらに同社長は、南アがアフリカのハブとなることを否定するものではないが、ハブを

設置することを理由に南アに進出すべきではなく、南ア市場をみるべきだと強調した。地

域市場を夢見るのではなく、各現地市場での活動に専念すべきだと説明する。強調すべき

理由の 1 つとして、南アの労働コストはそれほど高くないが、生産性も高くない。そのた

め、世界の他の場所での既存工場と比較して、生産コストが高い。例えば、トルコ工場で

生産し輸入した方が、輸送費や関税を支払っても、南アで生産するより安い。しかし、南

アの法規制がそのようにすべきではないと示唆するため、南アでも生産することになる。

これをモザンビークなど他の国に当てはめてみると、また異なる結論になるだろう、とボ

ワイエ社長は言う。 
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・南アの国内産業育成に沿った転換図る 

 南アでは現在、発電や輸送部門でインフラ整備の重要性が高まっており、アルストムは

今後も同国の経済、環境、社会の発展に、最前線で尽力していく方針で、受注拡大を期待

している。同社はビジネスの性質上、顧客と 5～20 年先を見越したビジネスの見通しに関

する話し合いを行っており、中期的な目標の必要性を感じている。ビジネスをより持続可

能なものとして、学校やサプライヤーと 5～10 年の単位で約束することはできる。しかし、

これらをビジョンにするのはなかなか難しいとボワイエ社長は説明する。アルストムは南

アで、日本企業が自動車産業分野で長年やってきたこと、例えば、系列取引の導入などに

取り組んでいるともいう。 

 

 南アではまだまだインフラ需要があるため、多くのビジネス機会があり、ビジネスを持

続可能で収益性の高いものにするための良いバックグラウンドがあるという。課題は自分

たちのビジネスモデルを、いかに南アの国内産業育成に沿ったかたちに転換することがで

きるか、にかかっているとボワイエ社長は強調した。 

（2013 年 05 月 09 日 ブリュッセル事務所 田中晋） 
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7. シュナイダー、経済規模と先進国との類似性から南アに進出（フランス） 

 

 フランス電機大手シュナイダー・エレクトリックは、南アフリカ共和国法人を通じて約

40 年にわたり、南部アフリカ地域でのビジネス拡大に努めてきた。事業内容は、ソケット

やスイッチ類から変圧器に至る製品の販売、前払い電力メーターの製造・販売や耐用年数

の長い発光ダイオード（LED）照明「イン－ディヤ」による BOP（経済ピラミッドの底辺

層）プロジェクトなど多岐にわたる。近年は買収した企業のシュナイダー・ブランドへの

統一を図るとともに、地域統合や自由貿易協定（FTA）が同社のビジネスに与える影響を

ポジティブに評価している。 

 

・規模の大きい成長市場 

 シュナイダー・エレクトリックは

1972 年に南アに子会社を設立して以

来、約 40 年間事業を展開してきた。

事業内容はソケットやスイッチ類か

ら変圧器に至る製品の販売や、これら

製品のメンテナンスなどのサービス

分野に及ぶ。これらの事業内容のうち、

エネルギー・インフラ分野が最も大き

く、電力製品分野、工業用製品分野が

続く。 

 

 ジェトロは 2 月 26 日、南ア現地法

人シュナイダー・エレクトリック・サ

ウスアフリカの電力部門のマーケテ

ィングマネジャーであるゲオフ・グレ

グソン氏に、南アでの活動内容を聞い

た。概要は以下のとおり。 

 

 同社は統括拠点をハウテン州ミッドランドに置き、ブルームフォンテーヌ、ケープタウ

ン、ダーバン、ポートエリザベス、リチャーズ・ベイに支店を持っている。また、南アか

らモザンビーク、ジンバブエ、ザンビア、ナミビアなど近隣諸国にも製品を輸出している。 
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 約 40 年前に南アに進出したのは、成長市場だったからだ。アフリカの中で最も GDP が

大きく、本社では新興市場に分類されていたが、先進国などの既存市場と多くの類似性が

あった。また、潜在力が高い新興市場であり、成長市場アフリカ全体への「踏み台」とし

て、南アを捉えた結果だ。 

 

・南部アフリカ地域の 10 ヵ国を中心にビジネスを展開 

 フランス本社はアフリカ大陸全体をみているが、南ア法人は南ア以外に主にジンバブエ、

ザンビア、モザンビーク、マラウイ、ボツワナ、ナミビアといった南部アフリカ開発共同

体（SADC）加盟国のうちの 6 ヵ国とアンゴラをカバーしている。アンゴラもまた、とても

成長が速く、鉱物が豊富で原油が産出されるほか、インフラ開発が始まっており、重要な

ターゲット市場になっている。加えて、南アの延長上で、スワジランドとレソトもカバー

している。 

 

 さらに、ナイジェリアに大きな事務所を設置していて、これはシュナイダー・インター

ナショナルが管轄している。そのほか、北アフリカのモロッコに事務所を持っているが、

中部アフリカ地域にはない。 

 

 南アでのビジネスの成長率は 2013 年に、2 桁台近くに達すると期待している。しかし、

これは経済成長によるものではなく、同社が今後打ち出すイニシアチブにより、市場シェ

アが向上するためだと強調している。現時点ではビジネスの約 85％は南ア国内で行われて

いるが、南ア現地法人の最も著しい成長は国外ビジネスによってもたらされる。大部分は

鉱業（Mining）、金属材料（Metals）、鉱産物（Minerals）の「3 つの M」プロジェクトで、

そのほかの成長分野は「水」だ。 

 

 グレグソン氏は南アおよび近隣諸国でのビジネスを拡大していきたいとしており、2013

年に近隣諸国に 2 つの事務所を新設する意向を示した。 

 

 また、同氏によると、南アは知的財産という意味で多くの技術や資源があり、オースト

ラリア、南米、カナダ、中国、日本などから企業が進出している。これらの企業がアフリ

カ全体でのプロジェクトに出資し、南アでプロジェクトを行うためには、制御パネルの設

置や特定の技術専門性を提供するパートナーが必要になる。南ア法人は管轄国の範囲を超

えた国々、例えばマリなどで、オーストラリアやカナダ、ブラジルの系列企業とともに作
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業を請け負うこともある。 

 

・複数のブランドをシュナイダー・エレクトリックに統一 

 この 40 年の間に、オートメーション管理を手掛けるテレメカニックと、配電設備を扱う

メランジェランを買収し、グループの一員とした。同社は多くのブランドを展開していた

が、今では全てがシュナイダー・エレ

クトリック・ブランドに統合された。

例えば、ソケットや小型スイッチ類は

3 年前までは、カリプソというオース

トラリア企業のブランドだった。多く

の製品が別のブランド名だったが、今

では全ての製品、企業を買収し、シュ

ナイダー・エレクトリック・ブランド

に統一した。グレグソン氏は「大企業

であるのにさまざまなブランドを持っ

ていると、会社の規模が希釈されてし

まうので、これはとても重要なことだ」

と強調。「5 年前にブランド名がいくつ

あるか聞かれたら、20～25 と答えただ

ろうが、今ではシュナイダー・エレク

トリックという 1 つのブランドだ」と

補足している。 

 

・国内向けソケットと電力前払いメーターを南アで製造 

 2000 年には自動再閉路装置1を専門とする合弁企業ニュー・レックを、オーストラリアに

設立した。この株式の大部分は南アの国営電力公社エスコムが所持している。ニュー・レ

ックは黒人経済力強化（BEE）政策の一環として設立された合弁企業で、アフリカ企業が

21％出資しているとグレグソン氏はいう。合弁企業となった理由は政策的なものだが、ビ

ジネスに黒人のパートナーシップを得るという商業的なものも含まれていた。合弁相手の

                                                   
1 送電線または配電線が当該区間の事故で保護継電器動作により遮断した場合、ある一定の無電圧時間を
おいて自動的に遮断器を再投入する装置をいう。 
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アフリカ企業は既にケーブル企業を所有しており、電気産業では相乗効果があった。彼ら

が投資したいと考え、シュナイダー・エレクトリックは彼らが持つ販売先に付加価値を加

えることができると感じていた。実際には、単純な商業的契約だったという。 

 

 同社の製品はもともとオーストラリアという先進国市場のものだったが、南ア市場向け

に改良を加えることはなかった。ダーバンで国内向けのソケットを少量製造しているが、

南アでの製造はあまりないという。 

 

 このほかに南アで製造しているものとしては、1965 年に合弁で設立したコンログの電力

前払いメーターがある。これはダーバンを拠点に世界向けに大規模に生産しており、シュ

ナイダーが南アで行っている唯一の現地製造業といえる。その他の製品はほぼ輸入してい

る。コンログへの出資比率はシュナイダー・エレクトリックが 60％、現地企業のパルムト

ロ・インベストメンツが 40％となっている。これもニュー・レック同様に、BEE 政策に対

応するためだった。電力前払いメーターは、収入を保証するという意味で、より一般的な

ものになりつつあるという。 

 

 コンログの電力前払いメーター・ビジネスは拡大しているが、多くは南ア国外だ。特に

2012 年に南北衝突があったスーダンで多く販売しており、その点を懸念しているという。

このビジネスはプロジェクトに関連したもので、1 から 10、20 へと少しずつ販売が拡大す

る。 

 

 また、電力前払いメーターについては、欧州企業のみならず、中国企業も含めて多くの

競争相手がある。大口の契約に入札するために、当該国政府や政府関係機関に働き掛けて

いる。その結果、スーダンやアンゴラ、モザンビークなどで、しばしば政府と契約を締結

している。製品には、特に差別化できるような特徴はないが、大企業であればあるほど、

問題を解決するに当たって信頼感を得ている。これはシュナイダー・エレクトリックにと

って偉大なる遺産だと考えているという。 

 

・インドで開発した BOP モデルを南アでも導入 

 さらに、シュナイダー・エレクトリックは 2008 年には、持続可能戦略の 1 つとして、「Bip

－BoP（Business, Investment ＆ People at the base of the Pyramid）」戦略を打ち出した。

ここで挙げる課題は、電力インフラのない地域で生活している世界の約 16 億人に電力を提
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供し、人々の生活改善を図ることだ。子どもたちもこうした電力システムにより、夜間も

勉強することができるようになる。これにより、国連ミレニアム目標の 1 つである貧困問

題の解決を実践する。フランス政府の後押しもある。南アではとても大きなニーズがあり、

同社の社会的責任プログラムの一部となっている。 

 

 シュナイダー・エレクトリックは、南アの貧困地域とされるマウント・フレレにある 80

世帯の村に、LED照明「イン－ディヤ」を提供。太陽光発電の電力を 8～15 時間利用でき

るようにした。耐久年数は 20年。同村では 1世帯にバッテリー充電ステーションを設置し、

低料金で電力を提供している。ろうそくやパラフィン油しかなかった村では、同照明の導

入により火災リスクが減り、また有毒ガスが発生しない照明を利用できるようになったと

いう。 

 

 同社では今後、このような BOP への取り組みをさらに広げて行く方針を示している。サ

ハラ以南のアフリカ諸国では、電気のない生活を送っている人が約 5 億 2,600 万人もいる

からだ。「イン－ディヤ」は 11 ワットの電球型蛍光ランプ（CFL）に比べ電力消費が 50％

少ない。 

 

 「イン－ディヤ」はもともとインドで開発・生産された製品で、中国とインドに、その

生産工場がたくさんあるという。「イン－ディヤ」の提供は社会的責任によるプログラムで

あり、直接的な利益は大きくないが、企業パンフレットに地域への還元として掲載したり、

プレスリリースで発表したりするのは素晴らしいことだという。 

 

 Bip－BoP 戦略では人材育成にも取り組んでおり、大学の奨学金制度を活用したエンジニ

アや電気配線工などを育成するプログラムを実施している。そのほか、「マルコ・ポーロ・

プログラム」という若い新卒エンジニアを南米や中国などに派遣し、国外での経験を南ア

に還元するという研修も行っている。同プログラムでは出身国に戻ることを義務付けてい

るが、もちろん研修後は再度、移動することもできる。 

 

・地域統合と FTA をポジティブに評価 

 南ア国内で製造する電力前払いメーター以外はほぼ輸入に依存しているため、近隣諸国

へも一度輸入してから、再輸出している。そのため、地域統合はとても重要だ。SADC 加

盟国内であれば、一般的には、南アからの輸出には関税がかからず、輸出先国で付加価値
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税（VAT）も不要だという。輸入と再輸出における製品の移動に関しては特段、問題を感じ

ていないという。また、「EU と南ア間の FTA を含む通商・開発・協力協定（TDCA）によ

り、輸入関税が下がったことは大きなプラス要因だ」とグレグソン氏は強調している。 

 

・新興国企業の参入で変わるビジネス環境 

 他方、南アでの競争は年々激化していると指摘する。昔から進出している企業のいくつ

かは、現地の事業体制を強化している。ブラジルの電動機大手 WEGや米ゼネラル・エレク

トリック（GE）などがそうした例で、現地企業を買収するなどして競争力を強化し、南部

アフリカ地域、中でも南アでのビジネスを拡大しているという。 

 

 このほか、中国の低圧電気製品メーカーである正泰集団は現地に進出せず、代理店を通

じてビジネスを展開しているが、今後 3～5 年で拠点を設置すると同氏は予測する。また、

多くの起業家が中国やインドからコンテナで南アに製品を持ち込み、販売しており、これ

が市場価格を下落させているという。 

 

 南アには基本的に 3 つの製品階層があると考えており、最上層は同社が優位な地位をほ

ぼ独占している。中間層にいる企業は少ないが、同社もこの階層での製品を扱っており、

中国企業と競合する部分がある。最下層は、1 つか 2 つのコンテナで運びこまれるような低

品質・低価格の製品で、中国企業がシェアの大半を占める階層だ。この層での低価格が直

接、同社の製品価格に影響するとは考えていないという。 

 

 また、南ア市場向けの特別な製品開発の必要性は感じていないという。しかし、南アで

は異なるタイプのソケット数種が 75年間混在してきた欧州のタイプより少し大きいのだが、

今後 5～10 年の間に、新しい標準が導入されると考えている。異なるプラグを製品化する

必要がなくなるとみている。標準は国際電気標準会議（IEC）での作業がベースとなるが、

南アフリカ標準局（SABS）が IEC のメンバーとして統括する。 

 

 なお、ジンバブエやマラウイ、ザンビア、ボツワナの一部地域では、いまだに英国標準

のソケットが使われているが、これらの国々に販売する際、在庫を南アにストックしてお

くことは認められていない。南ア国内製品向けの厳格な規則があり、保税倉庫から出して

南ア市場に持ち込むことはできない。これは低価格製品について教育を受けていないユー

ザーが安全かどうか判断できないため、彼らを守るために、国内製品規則が厳格なものに
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なっているからだという。 

 

 そのほか、南アの現在のビジネス環境について、グレグソン氏は汚職と労働者不足、労

働倫理全般が市場成長に対する主な阻害要因だと分析する。また今後、法人税の引き上げ

があるとみているが、そうであれば同時に起業家や小企業向けの法人税の緩和措置を希望

するとしている。 

（2013 年 05 月 10 日 ブリュッセル事務所 田中晋） 
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8. ピープープルとヨサブ、環境に優しい技術で衛生改善を狙う（スウェーデン） 

 

 スウェーデン企業のピープープルはケニアで簡易トイレ用バッグの普及に努め、ヨサブ

は沸石（ゼオライト）を使用した浄水システムの輸出でサブサハラの国々に進出している。

環境にやさしいエコロジカルなヨサブのシステムは、その設置の容易さも評価され、緊急

時の飲料水としてだけでなく、恒常的な給水設備としても利用されている。 

 

・通信機器・木材の輸出先として重要性増すアフリカ 

 スウェーデンの 2012 年の貿易に占めるアフリカの割合は、輸出が 3.1％、輸入が 1.1％

と大きくはない。しかし、主要輸出品目の通信機器や木材などの輸出先として、また、原

油や鉱物、カカオ豆などの資源の輸入先として重要性を増している（表 1、2 参照）。 

 

 特に北アフリカ諸国では住宅建設の需要が大きく、スウェーデンからの木材輸入が増加

している。サブサハラ地域向けでは携帯電話などの通信機器の輸出が急激に伸びており、

スウェーデン輸出公団も通信分野でのスウェーデン企業のアフリカ進出を支援している。 
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・簡易トイレ・バッグで衛生改善目指すピープープル 

 通信機器や木材のみならず、環境分野でアフリカへ進出するスウェーデン企業も少なく

ない。BOP（経済ピラミッドの底辺層）ビジネスで世界的に脚光を浴びているピープープ

ル（Peepoople、本社：ストックホルム）は、ケニアでバイオプラスチック製の簡易トイレ

用バッグ「ピープー」を使用・回収するシステムを導入するプロジェクトを展開している。 

 

 「ピープー」はアンデシュ・ウィルヘルムソン教授が考案し、スウェーデン農業科学大

学（SLU）とスウェーデン王立工科大学（KTH）の協力を得て開発したもので、開口部を

閉じると 12～24 時間にわたって臭気を漏らさず、2～4 週間で内容物は殺菌され、最終的

に糞便はアンモニアと炭素に、バイオプラスチック袋本体は二酸化炭素、水とバイオマス

に分解され、袋ごと肥料になるという。同社によると現在、世界で 25 億人が劣悪な衛生環

境下に暮らしており、そうした地域での衛生状態の改善に有望な商品とされている。 

 ピープープルは、2006 年にウィルヘルムソン教授ら 4 人によって設立され、現在、従業

員数は 32 人（スウェーデン 12 人、ケニア 20 人）となっている。「ピープー」の使用･回収

システムの構築を、都市のスラム、学校、災害地、難民キャンプの 4 つの分野に分けて展

開している。これまでに、英国の NGO オックスファム（Oxfam）と共同で、2010 年のハ

イチ地震の被災地や南アフリカ共和国ダーバンのスラムで活動したほか、バングラデシュ、

インド、パキスタンなどで活動してきた。  

 

 同社は特にケニアに力を入れており、2010 年には初の海外拠点としてナイロビに事務所

を開設し、ケニア最大のスラムであるキベラで「ピープー」の使用・回収システムの普及

に努めている。また、同地では「ピープー」の生産･販売も行っている。同事務所には、現
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在従業員が約 20 人いる。ケニアでは先の 4 分野全てで事業を展開しており、キベラの学校

で啓発活動をしたほか、2011 年にはニャンザ川洪水地域で、2012 年にはケニア東部ダダー

ブの世界最大の難民キャンプで活動した。 

 

・特殊な沸石で浄水するヨサブ 

 スウェーデン輸出公団がスウェーデン企業のケニアでの成功事例として紹介しているヨ

サブ（JOSAB、本社：ストックホルム）のガブリエル・ラッペ社長およびボー・セッテル

ストレーム販売部長に 2 月 26 日、話を聞いた。エコロジカルな浄水システムで国連や国際

赤十字にも認証・推薦されているヨサブは、ザンビア、ケニア、ガーナ、ナイジェリア、

スーダンなどのアフリカ諸国にも製品を輸出している。 

 

 ヨサブはスウェーデン人技師ヤン・オロフ・スパルマン氏によって1999年に設立された。

スパルマン氏は、バチカン市国で建物の修理をしているときに沸石に出合った。沸石は結

晶構造中に規則正しく空隙が並ぶ構造を持ち、それにより分子の吸着やふるい分け、イオ

ン交換する能力に優れている。スパルマン氏は沸石のいろいろなものを吸収する性質に注

目し、建材の原産地のハンガリーに行った。そこでは沸石のうちでも特殊な斜プチロル沸

石（clinoptilolite）が産出されていた。一般の沸石でもいろいろな微粒子をこすことによっ

て水を浄化できるが、斜プチロル沸石は、汚れた水を飲料水として使用できるようにする

過程で、バクテリアや重金属を除去できる特殊性を持っている。スパルマン氏はハンガリ

ー工科大学、ストックホルム王立工科大学、国立農業大学の研究者と協力して、水の浄化

システムを完成した。スウェーデンに企業を設立し、製品をスウェーデンで生産すること

とした。その後、ハンガリーの鉱山を買収し、ハンガリーに支社を設立した。また、現在、

インド、ケニアにも支社を持っており、従業員数は 12 人（スウェーデン 5 人、ハンガリー

3 人、インド 1 人、ケニア 3 人）だという。 

 

 ヨサブ浄水システムの最大の特徴は、システムがコンパクトでコンテナに収まる点だ。

コンテナの中に浄水器を設置し、そのコンテナごと輸出するので、設置に時間がかからな

い。 

 さらに、水の浄化システムに使用する斜プチロル沸石は、何回か使用して吸着率が低下

すれば、水で洗浄することによって再生できるため、耐久性に優れ、環境にも優しい。ヨ

サブでは推定商品寿命を 10 年と計算しているが、それ以上使用しても問題の出ていない事

例もある。斜プチロル沸石は、重金属、バクテリア、ストロンチウムなどに対し、高い除
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去能力がある。その一方、ヒ素と六価クロムなどに対しては、適切な除去が難しい。 

 

・地下水に多くの鉄分を含むアフリカで力を発揮 

 ヨサブが市場として狙っているのは、欧州のほかアフリカ、インド、アジア。スウェー

デン国内は天然水は水質が良いので飲料用浄水器の市場がほとんどないが、プールの浄水

などには利用されている。欧州、アフリカ、インド、アジアが主な市場で、地下水を浄化

している。特に、アフリカの多くの土地の地下水は鉄分含有量が高く、そのままでは飲料

用にならないため、ヨサブが力を発揮できる市場だ。 

 

 現在、ケニアに東アフリカ全体を統括する支社を持っており、そこでは 3 人（全てケニ

ア人）が働いている。ケニア支社長はスウェーデンに長く留学した経験もある。現地の事

情に通じている人材が居るのはアフリカビジネスに限らず、非常に大切だ。西アフリカ諸

国にも浄水器入りコンテナを設置している。 

 中東や中国のビジネスに関しては、エージェントを通じて行っている。エージェントは

その国の事情に詳しいということを第一義的に選んでおり、必ずしも浄水関係者である必

要はない。 

 

・緊急設置よりも恒常的施設への設置にシフト 

 ヨサブのビジネスには 2 種類ある。1 つはエマージェンシー・ビジネスで、緊急に飲料水

問題を解決しなくてはならない状況下、NGO などが資金を集め、浄水器コンテナを買って

設置するという例だ。もう 1 つは恒常的な施設にコンテナを設置するというもの。これま

でヨサブの浄水装置は設置のしやすさから、緊急に設置するよう要請されることが多かっ

たが、後者の方にビジネスの主力をシフトしたい意向を持っている。そのため、例えばイ

ンド政府が飲料水インフラ整備に力を入れていることを受け、インド支社も開設している。 

 

 アフリカでもエマージェンシー・ビジネスばかりでなく、恒常的な施設へのコンテナの

設置が徐々に増えているが、アフリカビジネスの課題は、直接の取引と関係なく金銭を授

受する習慣があることだ。長い間そのような習慣に慣れてしまった人々には、契約した金

銭だけの授受しかないスウェーデン的ビジネスは、最初はなかなか受け入れられなかった

が、ケニア支社の地道な努力によりスウェーデン的ビジネスも定着しつつあり、売上高が

伸びているという。 

（2013 年 05 月 13 日 ストックホルム事務所 三瓶恵子） 
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9. VW、限定モデルの投入などで乗用車の販売拡大（ドイツ） 

 

 ドイツの自動車大手フォルクスワーゲン（VW）は、南アフリカ共和国の乗用車市場にお

いて 2005 年以来、販売台数で首位を維持している。最近では、南アの二酸化炭素（CO2）

排出規制に対応した環境技術導入車や、商用車分野での小型トラックの投入などで事業を

拡大している。現地法人は、南ア政府の自動車生産開発プログラム（APDP）を活用した、

輸出生産拠点としての機能強化の意向も示している。 

 

・南アでシェア 20％超を維持 

 VW の 2012 年度（暦年）決算報告書によると、VW ブランド単独の乗用車販売台数は前

年比 12.7％増の 573 万 8,000 台に拡大した。南アは VW にとって世界で 13 番目に大きい

市場で、2012 年の VW グループの出荷台数（乗用車および小型商用車）は前年に比べ 10.0％

増の 10 万 9,396 台となり、シェアも 2011 年に続き、22.7％を維持した（表参照）。南アは

VW にとって、シェア 37.7％のドイツ市場を除けば、アルゼンチン、ブラジル、スペイン

などと並び、20％を超えるシェアを保持する重要な市場だ。 

 

 

 ジェトロは 2013 年 2 月 27 日、VW グループ・サウスアフリカのマイク・グレンディン
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グ販売マーケティング課長に、同社の活動状況や課題、今後の取り組みなどについて話を

聞いた。 

 

・2012 年は 2006 年に次ぐ乗用車販売台数を記録 

 VW は 2011 年度の決算報告書で南アについて、消費者物価や金利上昇が影響し、2012

年の乗用車市場の成長はやや鈍化すると予想していた。しかし、グレンディング課長によ

ると、2012 年の南アでの乗用車の販売台数は 44 万台で、過去最高だった 2006 年の 48 万

台に次ぐ実績になったという。 

 

 ちなみに、2006 年は経済状態がとても良く、高い GDP 成長を遂げると同時に、インフ

レ率が低く、利子も低かったことが市場拡大に大きな効果をもたらしたとしている。同課

長によると、南アでは、約 9 割が銀行ローンで自動車を購入する。当時のローン金利は 8.5％

で、国際レベルでみると高いが、南アでは当時のレートは過去 30 年間で最も低かったとい

う。現在の金利は 25％に達しており、この金利水準の上昇により、購買力の弱い購入者層

は市場から閉め出された。 

 

 また、現在の市場は良好だが、2012 年に発生したストライキに端を発する国内経済の混

乱などにより、市場の成長率は今後、低下すると同課長は分析している。しかし、南アフ

リカ自動車製造者協会（NAAMSA）は、2013 年の乗用車販売台数を前年比で約 8％増の

47 万 5,000 台とし、過去最高だった 2006 年に匹敵する販売台数を予測している。 

 

 

VW サウスアフリカ入口看板 

（同社の許可を得て掲載） 

VW サウスアフリカ受付 

（同社の許可を得て掲載） 
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 ・製品、ディーラー網、顧客満足度、ブランドイメージで成功 

 2012年のVWグループ全体の南アにおける市場シェアは商用車も含めると17.2％となり、

19.2％のトヨタに及ばない。しかし、乗用車だけみると、2005 年以来、南ア市場で第 1 位

のシェアを維持しているという。2012 年のシェアで 18.7％を持つ VWと 3.4％のアウディ

（VW グループ）により、乗用車市場を牽引している。これは優れた製品と強いブランドイ

メージ、優れた顧客サービス、適切な販売網による包括的な戦略の結果だとグレンディン

グ課長は分析している。 

 

 販売網については現在、105 の VW ディーラー網、44 のアウディ・ディーラー網、16 の

商用車ディーラー網を所持しているという。これらディーラー網が非常に安定しており、

高い収益性につながっているとしている。南アでの顧客満足度はアウディが第 1 位で、VW

が第 2 位だという。顧客満足についてはここ 5～6 年、ディーラーとともに戦略的に、かな

り真剣に取り組んできたと強調する。その他の必要な要素はブランドイメージだが、VWの

ブランドイメージは企業価値として非常に強固だという。企業価値とは、革新的であり、

環境配慮に責任を持ち、転売価格も高い点だと説明する。乗用車市場での VW の成功は、

繰り返しになるが、製品、ディーラー網、顧客満足度、ブランドイメージの 4 点での成功

によると同課長は分析している。 

 他方、商用車については市場の半分程度で競争しているだけで、0.5 トンのピックアップ

トラックや大型トラック、タクシー、大型バスなどのモデルは持っていないという。商用

車の多くの分野に未参入の VW は、後述する 1 トンのピックアップトラックを 2010 年にな

ってようやく投入した「新参者」であり、成長のチャンスがまだあると同課長は強調する。 

 

 また、VWが南アでアパルトヘイト時代も含めて長く活動してきたことも、現在の地位確

立の基礎となっている。南アにおける最初の販売会社は 1946 年に設立されたが、1949 年 2

月 18 日にノックダウン生産と販売を行うサウスアフリカ・モーター・アセンブラーズ・ア

ンド・ディストリビュータ（SAMAD）に吸収・合併された。SAMAD は 1951 年 8 月 31

日から「ビートル」の生産を開始した。1966 年にドイツの VW本社が資本の過半数を取得

したのを機に、現在の社名 VW・オブ・サウスアフリカに変更、1974 年に 100％子会社と

なった。 

 

 現在は VW「ポロ」やエンジン、部品などを生産している。国内市場向けのモデルを生産

するほか、右ハンドル車の輸出拠点にもなっている。南ア拠点があるオイテンハークは、
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港湾都市ポートエリザベスから約 35 キロの距離にある産業都市だ。また、南アでは VW グ

ループの商用車大手マン（MAN）が、トラックやバスを生産している。 

 

・転機は 1995 年のシティ・ゴルフ投入 

 英国自動車産業調査会社ジャストオートがまとめた VW に関する記事（2000 年 6 月 14

日付）によると、VW は南アで 1980 年半ばから販売を急速に伸ばし、1995 年に VW の人

気モデル「ゴルフ」の南ア市場向け限定モデル「シティ・ゴルフ（Citi－Golf）」を発売し

たことで南アにおける VW の市場地位が一層高まったとしている。 

 

 南アで投入したのはシティ・ゴルフだが、ドイツで 1970 年台半ばに投入された時はゴル

フ 1 だった。新しい色、新しい名前、新しいマーケティングキャンペーン、そして、シテ

ィ・ゴルフの特別版の投入をパッケージで展開した。グレンディング課長は「旧世代のモ

デルを維持しながら、新世代モデルを投入したことと、市場における VWの位置を修正し、

より所得の少ない、予算を重視する顧客にアピールしたことの 2つの側面で大成功だった」

と説明する。 

 

 1995 年にシティ・ゴルフを販売し始めた理由について、グレンディング課長は「（既存の）

ゴルフ 2はより高価格だったため、（比較的価格を抑えながらも、価格の割には性能が高い）

エントリー・ハッチ・セグメントで顧客を失うのを恐れた。ゴルフ 1 は保持し、手ごろな

エントリー・セグメントに再登場させるため、シティ・ゴルフにブランドを変更した」と

説明する。 

 

 南アでシティ・ゴルフはよく売れたが、生産コストが高く、技術が古いことを理由に 2009

年に同モデルを終了した。安全面で近代化を図れなかったことも終了の理由だとしている。

そして、南アに新型の「ポロ」を投入した際に、「ポロビボ」と呼ばれる旧型「ポロ」も維

持しながら、価格を引き下げ、シティ・ゴルフの代替とした。「ビボ」投入により、南ア市

場全体をリードするカギとなる、販売台数が多いエントリー・マーケットにおいて、VW は

存在感を再びみせねばならなかった。今では、「ビボ」は南アでの VWの全売上高の約 35％

を占めている。南アだけで販売されるブランドとなっており、幾つかの改良を試みながら、

年間で約 3 万 5,000 台を売り上げているという。 
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・MIDP を利用し、1998 年から輸出向け生産を開始 

 1998 年 7 月から輸出向けの生産を開始し、98～99 年に英国市場向けの次世代「ゴルフ」

を 6 万 8,000 台生産した。グレンディング課長は南アで輸出向け生産を開始した理由につ

いて、「VW グループ全体の輸出ニーズに応える必要があり、南アで組み立てた自動車の輸

出額に応じて、一定の比率で自動車の輸入関税を免税する優遇措置である自動車産業開発

プログラム（MIDP）の恩恵を得るためだった」と説明する。 

 

 完成車の輸出を開始するとともに、車体やエンジン部品、触媒式排ガス浄化装置をアル

ゼンチン、スペイン、ベルギー、ドイツなどに輸出することで南ア事業は拡大した。そし

て、2005 年に乗用車の南アでの販売シェアで首位となったのは既述したとおりだ。 

 

 2008 年には 5 世代目「ジェッタ」をオーストラリアやニュージーランド、日本、英国、

アイルランドなどに約 1 万台輸出した。同年の輸出台数は「ジェッタ」以外の車種も含め

て約 4 万台。同年には、ディーゼルパーティキュレートフィルター（DPF）を 5 年間、フ

ォルクスワーゲングループに供給することが決まった。 

 

 また、「ポロ」モデルの世界的な需要に応えるとともに、VW サウスアフリカを VW グル

ープのサプライチェーンに完全に組み込み、南ア拠点を日本や英国、アイルランド、オー

ストラリア、ニュージーランド、マレーシア、シンガポールなど向けの新型「ポロ」の右

ハンドル車の世界的な輸出拠点とすることを 2009 年に決めた。 

 

 2010 年にはプレトリア近郊のセンチュリオンに、2 億 3,000 ランド（1 ランド＝約 11.2

円）を投資して部品・アクセサリーの物流センターを開設した。グレンディング課長はこ

の背景について、「以前の施設は時代遅れで、部品事業は重要だったため、新しい施設を建

設した。部品事業をより効率的で効果的なものにし、将来の需要に対処するため、VWグル

ープの新しいシステムを導入した」と説明する。 

 

・環境規制への対応のため、ブルーモーションを導入 

 さらに、2010 年 10 月には、CO2 排出量やエネルギー消費を削減するために、ポロ向け

の環境技術「ブルーモーション」を導入した。これは、制動時のエネルギー回収システム

（回生ブレーキ）や、アイドリングストップシステム、「低転がり」タイヤ、空気抵抗を最

適化した部品などの低燃料消費を導く仕様を組み込んだ最も環境にやさしい製品ブランド
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だ。個人、企業ともにこうした自動車を購入する傾向が強まっている。1 キロ走行当たりの

CO2 排出量が 120 グラムを超えると、1 グラムごとに 90 ランド課税される排出税があるた

めだ。そして、この排出税は今後、さらに引き上げられる可能性が高い。 

 

 加えて 2010 年 10 月には、商用車として小型ピックアップトラック「アマロック」を南

ア市場に投入した。グレンディング課長は「小型商用車市場は年間で約 16 万台。アマロッ

クにとって重要なのは、このニッチな市場に VW が唯一の商用車を再投入したことだ」と

説明。「アマロックは VWの商用車ブランドが成長する機会を提示するとともに、1 トント

ラックに対する顧客ニーズを満たし、VWの販売網全体の売り上げに貢献している」と捕捉

した。 

 

・APDP も活用して、輸出拠点機能を強化へ 

 VW グループは、2018 年までに世界最大手の自動車メーカーとなることを目標に掲げて

いる。グレンディング課長によると、VWの乗用車にとって、南アは世界で 11 番目に大き

な市場であり、シェアも 20％を超える重要な市場だ。アウディ・ブランドでみても 16 番目

の市場であり、市場シェアでも世界で第 13位につけているという。市場シェアのみならず、

南ア拠点は国際的なオペレーションに統合されており、顧客満足度、ブランドイメージ、

ディーラー網の収益性などで、2018 年の目標達成に向けて大いに貢献していると、同課長

は強調する。このため、2018 年目標の一環として南ア事業をさらに強化している。 

 

 同社は新型「ポロ」の生産により南アで 1,000 人の新規雇用を新たに創出。また、部品

の現地調達率を従来の 40％から 70％へと大幅に引き上げた。 

 

 既述したように、新型「ポロ」、南アフリカ市場向けモデル「ポロビボ」、クロスオーバ

ースポーツ用多目的車（SUV）タイプの「クロスポロ」の生産開始により、2010 年のオイ

テンハーク工場の生産規模は 2 倍の 12 万台に拡大。新型「ポロ」の輸出は 2009 年の 3 万

台から 2010 年には 7 万 5,000 台（前年比 2.5 倍）に拡大している。 

 

 また、VWグループの今後の輸出戦略上、南ア拠点はコスト・品質の両面でグローバルな

輸出拠点になり得ると、グレディング課長はみている。2013 年 1 月からは MIDP に代わる

自動車生産開発プログラム（APDP）が導入されており、南ア国内で年間 5 万台以上の乗用

車を生産する自動車メーカーを対象に、輸入部品の関税を相殺するクレジットが政府から
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発給される。クレジットは、生産した乗用車の合計金額や、国内での現地調達（付加価値）

分の割合に応じて発給される。このため、VWサウスアフリカは同拠点の生産量を引き上げ

る意向を示している。 

 

 

 

（2013 年 05 月 14 日 ブリュッセル事務所 田中晋）
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10. シーメンスとイネンサス、電力供給不安をビジネス機会と捉える 

（ドイツ・南アフリカ共和国・ナイジェリア・セネガル） 

 

 電力供給の不安はサブサハラの大きな課題だ。南アフリカ共和国やナイジェリアなど経

済規模の大きい国では、電力需要が増加する見込み。石炭・ガスなど従来型火力発電所へ

の需要拡大に加えて、再生可能エネルギー（RE）の普及も期待され、ドイツ企業にとり大

きなビジネスチャンスとなりそうだ。また、電力網とつながっていない地域への電力供給

も潜在性を秘めている。電力分野で南ア、ナイジェリア、セネガルに進出した電機大手の

シーメンスと、風力や太陽光発電事業を手掛けるベンチャー企業イネンサスの事例を紹介

する。 

 

・シーメンスは南アの RE 市場に参入 

 化学大手 BASF やエボニック、自動車大手フォルクスワーゲン、自動車部品メーカーの

ボッシュなど、南アで活動しているドイツ大手企業は多い。その中で南アと 153 年間とい

う長いビジネス関係を誇るのはシーメンスだ。1860 年、ケープタウンとサイモンズタウン

間の電線を設置し、1895 年にヨハネスブルクに拠点を設立した後、南アをハブにナイジェ

リア、コンゴ民主共和国、モザンビークなどサブサハラ各国で幅広いビジネスネットワー

クを構築してきた。シーメンスの 2012 年度2の南アでの売上高は 4 億 7,000 万ユーロで、

2012 年 11 月時点で約 1,900 人を雇用している。 

 

 南アでシーメンスはRE分野に注力している。南ア政府は 2011年、REの発電容量を 2030

年までに約 1 万 8,000 メガワット（MW）増やす電力統合資源計画（IRP）（2011 年 4 月

25 日記事参照）を承認し、これがシーメンスにとりビジネスチャンスとなった。同社のエ

ネルギー部門であるシーメンス・エナジーは 2012 年 11 月 15 日、発電容量 50MW の太陽

光発電所を、北ケープ州にあるデ・アーとドローグフォンテーンの 2 ヵ所に設立するほか、

南部東ケープ州のジェフリーズ・ベイに 138MW の風力発電施設 60 基を設立すると発表し

た。シーメンスは部品や技術を提供するだけではなく、計画、設置、施設の稼働開始、ア

フターサービスも行い、包括的なサービスを提供する。これら 3 プロジェクトのくわ入れ

式は 2013 年 2 月に行われ、稼働開始は 2014 年の予定だ。 

 

                                                   
2 シーメンスの事業年度は 10 月 1 日～翌年の 9 月 30 日。 
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 ドイツ政府が 2013年 2月に南ア政府とエネルギーパートナーシップを結んだこともあり、

南アの RE 市場は今後もシーメンスや他のドイツ企業にとって魅力的な市場であり続ける

だろう。 

 

・ナイジェリアとは戦略的パートナーシップを強化 

 シーメンスは南アに続き、サブサハラ地域で経済規模が 2 番目に大きいナイジェリアで

もエネルギー関連ビジネスを強化している。ナイジェリアは約 1 億 6,300 万人という人口

規模や若年層が多いという人口構造の面で将来の有望市場として期待されているが、電力

供給不安などのリスクも多い。 

 

 シーメンスは 1950 年代にナイジェリアに進出し、1970 年に駐在員事務所を設立した。

2012 年度のナイジェリアでの売上高は 1 億 2,100 万ユーロ、2012 年 11 月時点で 130 人を

雇用している。サブサハラ市場で成功するには、現地企業との提携もさることながら、現

地政府との協力も有効な方法の 1 つだ。シーメンスはナイジェリアでの電力供給不安をビ

ジネスチャンスとして捉え、2012 年 4 月 20 日、国内発電所建設プロジェクトを融資面で

支援するほか、RE をどのように既存電源と組み合わせて提供していくか（グリッド統合）

などの調査支援を含む戦略的パートナーシップの強化で、ナイジェリア政府と合意した。

シーメンスはそのほか、現地企業のスキャンパワーと電力容量 1,600MWのガスタービン発

電所の設立に向けた技術提携にも合意した。 

 

・イネンサスはセネガルの村に電力供給 

 ドイツの中小企業も近年、サブサハラ地域に目を向けるようになった。ドイツ北部ニー

ダーザクセン州ゴスラーに本社を置くイネンサスはその一例だ。クラウスタール工科大学

の大学生 3 人が、アフリカでの風力の活用可能性プロジェクトに関与したのを機に、2005

年に創業した。2008 年にセネガルに進出し、現地企業のマトフォースと「イネンサス・ウ

エスト・アフリカ」という合併会社を設立した。イネンサスはドイツ国際協力公社（GIZ）

との官民パートナーシップ（PPP）で、セネガル西部の電力網とつながっていない村に風

力と太陽光を使用する小型発電所を設置し、電力を供給した。 

 

 ビジネスモデルはイネンサスが開発した「マイクロエネルギービジネスモデル」を活用

した。発電を外部投資家、送電を村が運営する仕組みだ。公的補助金や小額融資（マイク

ロクレジット）で、村が建物、電線など小型発電所の固定施設を設置し、この施設と送電
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網の所有権を村が持つ。一方、風車、太陽パネル、電池など発電に必要な部品は外部投資

家が融資、提供し、発電所の経営者となる。村の送電網管理者と外部投資家の発電所経営

者は、6 ヵ月ごとに次の 6 ヵ月間で農村の住民が消費する電力容量と電力料金を定める契約

を結ぶ。契約分の電力を発電所経営者は送電網管理者に売り、送電網管理者は電力料金を

住民から徴収する。このとき、住民は 1 週間の電力消費容量を前もって決め、プリペイド

形式で 1 単位 50 ワットの「電力ブロック」を購入するかたちで電力料金を支払う。自身で

消費し切れない分を村内で取引することもできる。加えて、電力の配電量を調整するスマ

ートメーターで、電力不足や大量の電力消費による停電を防ぐ工夫もしている。 

 

 イネンサスはこのビジネスモデルを通じて地方の経済発展に寄与するとともに、農村住

民の日常生活の質の向上を図っている。サブサハラ地域には電力網とつながっていない村

が数多くあるため、同地域はイネンサスにとりポテンシャルの高い市場であり、このビジ

ネスモデル普及を進めている。現在、同社はイネンサス・ウエスト・アフリカとオランダ

開発金融会社（FMO）との提携で、セネガル国内の 30 村（合計人口約 3 万人）で同モデ

ルを導入しており、他国への展開も検討している。 

（2013 年 05 月 15 日 デュッセルドルフ事務所 ゼバスティアン・シュミット） 

  



    

 2013.5                 Copyright (C) 2013 JETRO. All rights reserved. 
58 

11. BNP パリバと CFAO、言語などのつながりを生かす（フランス） 

 

 フランス企業によるアフリカ進出の歴史は長く、旧フランス領から始まり、他の地域に

広がりをみせている。銀行、総合商社、電気通信、食品加工と分野の異なる 4 企業にそれ

ぞれのアフリカでの業務展開や展望について聞いた。インタビュー内容を 2 回に分けて報

告する。1 回目は大手銀行 BNP パリバおよび 2012 年末に日本企業と提携した総合商社

CFAO。両社ともフランス語が通じるという強みも生かして業務を行っている。 

 

・BNP パリバ：長年にわたるプレゼンスが強み 

 1930 年代からアフリカで業務を展開している BNP パリバのアフリカ・インド洋地域部

長ジャンフランソワ・フィショー氏に、パリのリテール・バンキング本部でインタビュー

した（4 月 5 日）。 

 

 BNP パリバのアフリカ進出は

1930 年代にさかのぼる。現在のフ

ランス語圏は、当時はフランスの

植民地だったため、フランスの国

内支店というかたちでそれらの国

に進出した。当時は国立商業工業

銀行（BNCI）と呼ばれ、独立以降

は国際商業工業銀行（BICI）に改称している。1960 年代初めの独立時代には BNCI の資本

が各国の国益のため活用され、多くの場合は政府をパートナーとする交渉が行われたが、

国によっては追い出されたところもある。既に 60 年以上が経ち、関係は正常化されたが、

進出先の国数は当時より減少している。北アフリカではモロッコ、アルジェリア、チュニ

ジアの 3 ヵ国に支店を持つ。最大規模はモロッコ。また、サブサハラ地域ではセネガル、

マリ、ブルキナファソ、コートジボワール、ギニア共和国、ガボンの 6 ヵ国。これら 9 ヵ

国ではリテール・バンキングを行っている。一方で BNP パリバは、企業投資業を中心とす

るコーポレート・インベストメント・バンキング部門がある。パリおよびバーレーンがア

フリカでのプロジェクト投資関連の指令塔となっているが、新しい拠点として 2012年 6月、

南アフリカ共和国のヨハネスブルクに支店を開設した。 

 

 リテール・バンキングは長年のプレゼンスから BNP パリバの強みとなっている。アフリ
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カ市場向けのサービスとして、2008 年にはフランスの通信サービス大手オレンジとの提携

の下で、業界初のモバイル・バンキングをコートジボワールで開始した。その成功で他国

にも同サービスが広がっている。 

 

 コーポレート・インベストメント・バンキング部門は大型プロジェクト（インフラなど）

への融資を行い、国際市場におけるオフショア投資のアレンジを行う。リテール・バンキ

ング中心の支店でも、パリとの連携で大型プロジェクト融資を行う場合もある。 

 

・人事面でも現地化を進める 

 進出先では現地法人という子会社の形態を取り、現地の株主を交えて株主総会などが現

地で行われる。つまり、現地経済に完全に統合しているといえる。人事面でも現地化が進

んでおり、アフリカ全体でフランスからの出向者は 30 人ほど。管理職もアフリカ人がほと

んどだ。多くの場合、フランスで教育を受けた人で、フランス本社での研修を経て、管理

職に就く。近年ではフランスの BNP パリバに就職したアフリカ系の社員が数年の経験を経

た後、自国に派遣されるという例もみられる。BNP の企業精神・企業方針などを十分に理

解してから、各支店で責任のあるポストに就く必要がある。 

 

・ヨハネスブルク新支店は南部アフリカへの窓口 

 2012 年 6 月に開設した南アのヨハネスブルク支店では、プロジェクトへの融資が主要業

務でリテールは行っていない。南アでは既にアングロサクソン系を中心とした大手銀行が

リテールを行っており、BNP パリバがその分野に進出するには多額の投資が必要となる。

もちろん、アフリカは全体で実質 GDP 成長率 5％程度を維持しており、生活水準も向上し

中産階級も形成される中、リテール部門に増資を行う可能性は十分あるが、現時点では未

定だ。 

 

 南部アフリカではかつてプロジェクト投資が盛んに行われていた。例えば、ガス・石油

部門は 15 年前からオフショア融資先の一番手だ。そのため、天然ガスおよび石油を保有す

る国（ナイジェリアなど）には長年かかわってきている。加えて鉱山資源の分野でも大型

プロジェクトへの融資が盛んに行われてきた。2、3 年前からこれらの業務を行う支店を現

地に開設してはどうか、という考えが浮上し、オフショアのみならずオンショアの業務も

行う方向性が示された。これがヨハネスブルクの支店開設のきっかけだ。ヨハネスブルク

に続き、ナイジェリアのラゴスにも支店を開設する予定。既にスタッフが駐在し、最後の
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手続きを行っているところだ。業務は同様にオフショア・サービスに加え、補完的にオン

ショア・サービスも提供する。 

 

 アフリカの成長の牽引役は東・南アフリカが担っているが、BNP パリバが強みを持つ西

アフリカも 2012 年の実質 GDP 成長率は約 5％だった。特に潜在的な鉱物資源（ダイヤモ

ンド、鉄など）を持つギニアなどが注目されている。 

 

・リテールではアフリカの地場銀行が台頭 

 リテール・バンキング部門では、歴史的にフランスのソシエテ・ジェネラルが BNP パリ

バの競争相手だが、加えて、近年アフリカの地場銀行が力を付けてきた。特にトーゴの首

都ロメに本部を置くエコバンクが、西・中央アフリカで確固とした地位を築いている。ア

ティジャリワファ銀行などモロッコの銀行グループも近年、アルジェリアを除くマグレブ

諸国や中部アフリカ経済通貨共同体（CEMAC）諸国、西アフリカ経済通貨連合（UEMOA）

諸国で業務している。またナイジェリアの GT バンクも伸びている。 

 

 BNP パリバの世界展開の中では、西欧諸国の売上高が全体の 3 分の 1 を占める。近年は

トルコ、東欧諸国も順調に伸びている。米国でもバンク・オブ・ザ・ウエストという名で

西海岸側を中心に活動している。また、最近の成長を支えているのはアジア地域。アフリ

カは全体としては売上高の数％を占めるにとどまっている。 

 

 アフリカ進出における最大の問題は、アフリカ諸国のガバナンスだ。BNP パリバは倫理

規定が非常に厳しく、これがビジネス上のハンディになる場合もある。プロジェクトへの

融資に関してはフランス企業に限定しているわけではなく、日本企業への融資も要望があ

れば積極的に行いたい。 

 

・CFAO グループ：アフリカ全土で流通網を整備 

 CFAOはアフリカ全土で 32 ヵ国に進出している総合商社で、北、西、中央アフリカのフ

ランス語圏を中心に 100 年以上の歴史を持つ。同社は 2012 年末に豊田通商に買収された。

同社で 2008 年まで取締役を務め、現在アフリカ投資フランス企業協議会（CIAN）の事務

総長であるステファン・デュカム氏に、CFAO のアフリカ展開の現状と豊田通商との提携

の意味を聞いた（3 月 27 日）。 
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 CFAO の 2012 年の売上高は 36 億ユーロ。その 80％がアフリカでの販売で、約 30 億ユ

ーロ弱となり、非常に大きい。うち 61％が自動車（乗用車・トラック・トラクターなどを

全て含む）、27％が医薬品、工業・設備・サービスが 12％となっている。テクノロジー関連

（事務機器・エレベーターなど）の販売（5％）も行う。2012 年の売上高は全体で前年比

14.8％増。地域別ではアルジェリアでの自動車販売の伸びが牽引役となり、マグレブ地域で

35％増となった。またサブサハラ地域の英語・ポルトガル語圏では経済成長が活発だった

こともあり 28.7％増となった。他方、本来 CFAO が得意としたサブサハラ地域のフランス

語圏では 9.5％増の伸びにとどまった。 

 

 CFAO はフランス企業としてアフリカにおける最初の流通関連企業であり、広範囲に広

がる流通事業者としてアフリカで最初の企業モデルだった。流通事業者としては英国のロ

ンドン・ローデシア（LONRHO）という商社があったが、内部的な問題からグループは分

裂し、東アフリカに広がっていた自動車部門は豊田通商が買い取った。CFAO は北西アフ

リカのトヨタの販売網を有していたが、今回の豊田通商との提携で全アフリカにおける販

売網整備が実現したことになる。 

 

 CFAO は 1990 年にピノー・プランタン・ルドゥート（PPR）に買収されたが、2010 年

には高級品事業に集中するため、CFAO を含め一般流通業を売却し、最終的に豊田通商が

2012 年末に株式公開買い付け（TOB）で買収した。 

 

・地域的補完性の点で豊田通商との提携は有効 

 豊田通商はCFAOの買収で、北部および西部アフリカに広がるCFAOの販売網を掌握し、

既存の南部および東部アフリカの販売網と地域的補完性を持たせ、これによってほぼアフ

リカ全土に販売網を持つに至った。また、自動車販売以外の分野、特に医薬品販売への広

がりは豊田通商にとっては魅力だ。一方、CFAO にとっては、トヨタ車を中心として販売

する豊田通商の下に置かれることで、これまで同社の発展を支えてきたマルチブランド戦

略の継続の可能性が疑問視される。また、協力体制の中でもう 1 つの懸念は独占禁止法だ。

マダガスカルを例にとると、豊田通商はトヨタ車の販売網を持つ一方、CFAO もほかのブ

ランドの車の販売網を持つため、両社が合わさると市場のシェアが 80％を超え、独占禁止

法に抵触する恐れがある。両社が既に進出している国では注意が必要だ。 
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・医薬品卸売りはアフリカで最大シェア 

 医薬品卸売事業に関しては、CFAO はアフリカで最大のシェアを誇る。アフリカのフラ

ンス語圏では、フランスの社会保障システムと同様で医薬品が社会保障によりカバーされ、

薬局は市販許可を得た医薬品全部を販売する義務があり、固定価格という販売システムだ。

一方、英語圏ではドラッグストアでの競争販売となる。CFAO の医薬品卸販売事業を行う

ユーラファーマは今後、英語圏での展開の可能性を十分持つ、とデュカム氏は分析してい

る。 

（2013 年 05 月 16 日 パリ事務所 渡辺智子） 
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12. ボーダフォン、南アを起点にサブサハラ市場攻略へ（英国） 

 

サブサハラアフリカ市場を狙う英国企業にとって、旧英国領でアフリカ最大の経済国で

ある南アフリカ共和国は「入り口」となっている。成長するサブサハラにおける通信サー

ビス事業に投資する企業として手本となるのがボーダフォンだ。同社のマシュー・カーク

取締役広報担当に電話インタビュー（3 月 14 日）を行い、サブサハラ市場のビジネスチャ

ンスを探った。 

 

・文化的結び付きも強い南ア 

 国民統計局（ONS）によると、2011 年の英国からアフリカへの直接投資（FDI）は南ア

フリカ共和国が 18 億 900 万ポンド（1 ポンド＝約 156 円）と最も多く、次いでナイジェリ

アの 3 億 5,400 万ポンド、ケニアの 4,800 万ポンドと続く。英国企業にとって、南アはサ

ブサハラ攻略の起点となっている。英国領であったことから公用語が英語で文化的結び付

きも強く、法制度や金融システムの点でも共通点が多い。 

 

 サブサハラにおいて通信サービス事業は、通信インフラとともに金融インフラとしても

企業や消費者に浸透している。ナイジェリアでは固定電話がほぼ不通で、携帯電話が実質

的に唯一の通話手段となり需要が急速に伸び、ケニアでは携帯電話を介した送金システム

（M－PESA）の活用が進んでいる。 

 

 通信サービス事業でも南アはサブサハラへの入り口として位置付けられる。ボーダフォ

ンが出資するボーダコム（南ア）は積極的にサブサハラビジネスを展開し売上高を拡大し

ている（2012 年 11 月 28 日記事参照）。同社は南ア以外にコンゴ民主共和国（DRC）、タン

ザニア、モザンビーク、レソトで事業を行っており、ボーダフォン・グループ全体の売上

高の 11.4％を占める（2012 年度上半期決算時）。なお、ボーダフォン・エジプト・テレコ

ミュニケーションズを含めたアフリカ全体の売上高は同グループの売上高の 14.9％に上る。 

 

 ボーダコムのほか、ガーナ・テレコミュニケーションズ、サファリコム（ケニア）に出

資するボーダフォンは、サブサハラ市場をどうみているのか。同社のカーク氏は以下のよ

うに話した。 
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・ボーダフォンが重視する 3 つの視点 

 ボーダフォンは大きく 3 つの視点で事業展開を図っている。1 つ目は新興市場、2 つ目は

モバイル・インターネット、3 つ目は法人向けビジネスだ。当社にとって、この 3 つに共通

するエリアがアフリカだと位置付けている。しかし、アフリカは魅力的な成長見通しがあ

る一方で課題も多い。そのバランスをどう考えるか。アフリカは現時点でボーダフォン全

体の売上高の約 15％を占めるにすぎないが、欧州にはない成長をみせており、さらにその

比率は高まるだろうとみている。 

 

 上記 3 分野のうち、モバイル・インターネットサービスは今、まさに成長しているとこ

ろだ。価格という点で、スマートフォンは通常の携帯電話よりもかなり高価だ。技術とい

う点で、当社は南アで第 4 世代移動システム（4G）を、ケニアと DRC では第 3 世代移動

システム（3G）を提供している。技術レベルとインターネットアクセスの利用可能性は大

変な勢いで成長している。南アではこの 1 年間で売上高が 17％程度増加した。契約数は約

1,300 万口、27％程度増加した。スマートフォンを利用したモバイル・インターネットのデ

ータ売上高に至っては約 35％増加した。 

 

 法人向けビジネスの成長のポテンシャルも高い。小規模な企業間取引（B to B）サービス

を行うには人脈や流通チャンネル、ブランド力が必要となるが、当社はケニアや南アで既

にそれらを有している。また、多国籍企業にも彼らが必要とするサービスを提供する。ア

フリカでの法人向けビジネスは確実に拡大すると期待している。 

 

・アフリカビジネス 3 つの課題と障壁 

 アフリカでビジネスを行う際の課題や障壁について、3 つ指摘したい。1 つ目は南アの黒

人経済参加促進政策（BEE）にみられる具体的な規則や経営参加への要求。2 つ目は電力イ

ンフラ。欧州では送電網で系統電力を活用できるが、アフリカでは自家用発電機を用意す

る必要がある。3 つ目は従業員の健康や安全管理を含む企業ガバナンスの構築。 

 

 現地子会社について、100％子会社とすべきか、それとも現地政府や現地資本がその一部

を保有する「ローカル・オーナーシップ」とすべきか、という点については、南アの BEE

政策などを考慮せざるを得ない。当社が 1994 年に設立した南アのボーダコムはもともと政

府所有のテレコム南アフリカとボーダフォンのジョイントベンチャー（JV）だった。現在

の持ち株比率はボーダフォン 65％、南ア政府 13％、公開株式 22％となっている。2000 年
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に資本参入したケニアのサファリコムももともとは政府との JV。現在はボーダフォン 40％、

ケニア政府 35％、公開株式 25％となっている。その国に根差したビジネスを進める上で助

けになるという意味で、ローカル株主を持つことは当社にとって好ましいことと考えてい

る。 

 

・M－PESA はケニア以外にも拡大 

 ケニアではサファリコムの「M－PESA」サービスの利用者が急増している。これは携帯

電話を介した送金システムで、顧客と金融機関の間をつなぐサービスを提供している。ケ

ニアには 1,600 万契約を超える利用者がおり、月に 6 億ポンドが動いている。同国の GDP

からすると経済に大きなインパクトがある。M－PESA は既に定着しているが、まだ利用が

伸び続けており、この 1 年で同サービスを含む通話以外の売上高は 32％程度増加した。3

～4 年前はニッチなビジネスだったが、現在はビジネスのかなりの部分を占めている。実際、

M－PESA はサファリコムの総売上高の 20％程度に上る。 

 

 こうしたケニアモデルは他の市場にも適用できると考えている。同サービスは、ケニア

以外にもタンザニア、南ア、DRC、モザンビーク、カタール、インド、アフガニスタンの

合計 8 つの市場でも提供している。M－PESA の成功はその国の銀行業界と経済の仕組みに

大きく依存する。同じアフリカだから同じように浸透するといったことはなく、国ごとに

判断しなければならない。タンザニアでは 2 年前に M－PESA を開始し、良いスタートを

切っている。同国の顧客のほぼ半分が M－PESA を利用している。ケニアが M－PESA 利

用の最先端ではあるが、それ以外の市場にも浸透しつつある。 

（2013 年 05 月 17 日 ロンドン事務所 ピーター・カワルチク、齋藤陽平） 
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13. 経済成長に期待し、現地化進めるタレスとソムディアグループ（フランス） 

 

 アフリカに進出するフランス企業へのインタビュー報告の第 2 弾。電気通信システム事

業をアフリカ全土で展開するタレスと、食品加工業のソムディアグループを取り上げる。

これら 2 社とも経営の現地化に力を入れている。 

 

・電気・通信のタレス：アフリカ全域に展開 

 電機大手タレスグループは、航空宇宙、防衛、交通、セキュリティー分野での情報シス

テムと各種サービス提供で世界的に活動する。タレス・インターナショナル・アフリカ（モ

ロッコ）の副社長ジャン＝イブ・トロ氏に、パリ郊外のタレスグループ本社でインタビュ

ーした（4 月 10 日）。その概要は以下のとおり。 

 

 タレスのアフリカでの歴史は長く、国によっては 30 年以上前から進出している。地理的

にも言語圏的にも地域を問わず多くの国でプロジェクトを展開しているが、実際に事務所

を構えているのは 6 ヵ国。アルジェリア、リビア、ケニア、ナイジェリアには代表事務所

を置き、販売業務とプロジェクトのフォローを行う。モロッコと南アフリカ共和国には現

地法人の子会社がある。南アは唯一のメンテナンス部門や研修部門、簡単な製造部門もあ

り、200 人余りの従業員を抱える。 

 

 アフリカでは、特にエア・トラフィック・マネジメント（ATM）の分野で強い。アフリ

カ全土の空港の約 3 分の 2 にレーダー・管制用通信システムを供給している。また、身分

証明書（電子データ）システムの工程とその管理を供給している国もある。この両部門で

は既に 20 年の歴史を持つ。加えて、無線コミュニケーション分野（警察のパトカー同士の
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通信システムなど）でも長い歴史を持つ。以上 3 部門がこれまでの中心業務だった。 

 

・インフラとセキュリティーにも参入 

 近年のアフリカの経済発展に伴って創設された新しい業務としては、まずインフラ設備

がある。特に鉄道インフラが活発だ。当社は鉄道の信号システム分野で世界一だが、この

分野でモロッコ、アルジェリア、南アなどに進出している。他の国々でも、旅客・貨物運

搬の両方で多数のプロジェクトが進行中だ。これはアフリカのインフラ開発の進行に伴い、

最も成長している分野だ。次に成長が期待される分野は、セキュリティー部門。昨今注目

されているアフリカ諸国における国境線・海上でのセキュリティーの問題、沿岸警備、重

要産業プラント（石油プラントなど）の警備などに関わるセキュリティーシステムの供給

だ。当社は統合されたシステム全体を販売している。 

 

 生産部門はレーダー、高性能監視カメラなどの中枢部分に特化している。他の部分は当

社では生産していない。現在アフリカでは、南アに航空制御システムの技術サポート機能

を持つ工場があるが、本格的な製造はまだ行われていない。南ア拠点では修理、簡単なレ

ベルでの現地に合ったかたちに改良する研究開発（R＆D）業務を行う。 

 

 アフリカ市場はこれまでは単なる輸出先だった。しかし、今日ではアフリカの発展に伴

い、現地生産・技術移転の要望も出てきている。既に南アでは始まっているが、今後北ア

フリカ（モロッコ）でも下請け製造業務を行うことを考えている。それにより、現地での

雇用創出、生産レベルの向上、そして現地企業とのパートナーシップの強化につながる。 

 

・パリ本社と現地本部で業務を分担 

 2011 年 11 月にタレス・インターナショナル・アフリカの本部がモロッコの首都ラバトに

移転され、モロッコからアフリカ全体をみるという体制が構築された。これは歴史的にも

アフリカと複雑な関係を持つフランス企業としては、「アフリカからアフリカを見る」とい

う象徴的な意味合いが非常に大きい。 

 

 ラバトにはアフリカでのパートナーシップ管理のための実務上の機能を持たせているが、

特定の分野ではパリ本社がアフリカ諸国でのプロジェクトに対して依然重要な役割を担っ

ている。この業務分担は、機能上の問題とアフリカ域内での横移動が容易でないことも背

景にある。ラバトからアフリカ諸国に移動するより、パリからの移動の方が時間的にも経
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済的にも便利な場合が多々ある。ただし近年、トルコ航空がアフリカ域内で多数の便を開

設したり、エールフランスもアフリカ域内便の増設を発表、エチオピア航空や南ア航空も

同様に増便を行ったりするなど改善がみられるため、状況が変わって移動が容易になれば、

ラバトがアフリカ全体をカバーすることも十分にあり得る。 

 

 アフリカ内のプロジェクト運営はラバトおよびパリが総括しているが、アルジェリア、

モロッコ、ナイジェリア、ケニア、南アといった主要国では、現地の責任者がそれぞれの

地域のプロジェクトを運営する。 

 

 現地法人の南ア支店では経営の現地化が最も進んでいる。モロッコでは現地生産による

現地化の深化を目指している。タレスの基本的戦略は現地化だ。貿易から共同請負など、

いろいろな形態のパートナーシップに基づき現地生産へと移行している。特にフランス企

業を相手とするパートナーシップに限定しておらず、中国、トルコや中東諸国、南米など

世界各国の企業との連携が行われている。自国企業とパートナーシップを組もうとする国

もあるが、フランス企業にはそういった傾向はない。企業の国籍ではなく、競争力が重要。

また、現地資本の割合が多い案件は現地生産などの現地への統合も進めやすいことから、

それらの案件の落札は重要と考える。 

 

・現地化進めるが、慎重さも必要 

 現地化が基本方針だが、アフリカの場合、アジアや北米などと違い、産業基盤が発達し

ている国が少ないという問題点がある。南ア、モロッコ、ナイジェリアでは産業基盤が発

展しつつある一方、アルジェリアの場合は、その産業基盤が極小企業によって成り立って

いるという弱点がある。 

 

 現在、タレスグループ全体の売上高に占めるアフリカの割合は 4～5％。ここ 2 年ほどは

「アラブの春」に伴う政治的混乱の影響で、北アフリカ（エジプト・リビア・チュニジア）

での業績が振るわなかったため、アフリカの伸びは頭打ちとなったが、2013 年の売上高は

増加するとみられている。ただし、投資企業にとっては見通しが立てられる投資環境や税

制などが重要で、その整備には時間を要するだろう。 

 

 それでも、アフリカは成長すると確信する。その理由の 1 つは、まず若年層が多いこと。

次に、アフリカには広大な耕作可能な土地があり、将来世界の食料庫となる可能性を持っ
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ていること。そして、天然資源が豊富であることも挙げられる。最も印象深い点は、アフ

リカ人自身が世界経済への統合を強く希望していることだ。多くの若者がアフリカを問題

視することに強く反発しており、アイデンティティーを強く認識している。その上、学歴

の高い若者が増えてきている事実もある。モロッコでは海外で教育を受けた若者の帰国現

象が起きている。コートジボワールでも内部問題は少なくないものの、国の安定化を進め

ていきたいという意思が強く感じられる。長期的にみて、アフリカの成長を待つだけでな

く、積極的に進出すべきだと考える。メディアではマリへのフランス軍の展開や人質事件

の報道などアフリカの不安定要素が強調されるが、全体をみると安定化が進む例の方が多

い。構造的には、安定化へ動いていることを確信する。 

 

 進出企業は現地化を進めることが重要。タレスの出向者はアフリカ全土で 10～15 人いる

だけだ。南アの場合は融資、人事、法務の責任者は全て現地人で、いずれ全員現地スタッ

フにすることが目標。ただし、当社の業務はセンシティブな分野なので（アフリカでは軍

事関係は少ないが）、慎重さは要求される。 

 

・従業員の安全確保に細心の注意 

 進出の課題は、従業員のセキュリティー問題だ。その点は細心の注意を払っており、タ

レスの従業員には駐在員・出張者ともにセキュリティー関連の事前説明を十分に行う。例

えば、電車の信号システムを設置する場合、住民がほとんどいない奥地に入ることもある。

その場合の工事現場の安全管理は重要だ。アルジェリアでの人質事件、マリ、サヘル地域、

ナイジェリアなどでのフランス人誘拐・人質事件があったこともあり、数年前に比べても

特に注意が払われている。そのため、危険と見なされる地域・国では当社の行動規範は非

常に厳しくなっている。 

 

・食品加工のソムディアグループ：アフリカ投資は一定程度に抑制 

 1940 年代からアフリカで活動を始め、現在、中央アフリカのフランス語圏 6 ヵ国に進出

し、食品加工分野で現地生産・現地販売 100％で業務展開するソムディアグループ。社長の

アレクサンドル・ビルグラン氏にパリ本社でインタビューした（3 月 29 日）。その概要は以

下のとおり。 
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 ソムディアは家族企業。アフリカ進出はコンゴ共和国（首都ブラザビル）を手始めとし

て先々代が 1947 年に活動を始めた。現在はサトウキビ栽培と砂糖精製業、小麦精製、飼料

製作、鶏卵業で、カメルーンを中心にコンゴ共和国、チャド、中央アフリカ共和国、ガボ

ン、コートジボワールの計 6 ヵ国に拡大している。2011 年の総売上高は 4 億 1,940 万ユー

ロで、製糖業の伸びで前年比約 40％増となり、2012 年にはさらに 4 億 4,690 万ユーロと順

調に伸びている。そのうち、9 割以上がアフリカ諸国での売上高だ。 

 

 また現在、年間 7,000 万ユーロをアフリカに投資しているが、生産が追い付かないので、

2017 年までに 1 億 2,000 万～1 億 3,000 万ユーロに投資額を増やす予定だ。この投資計画

の一環で日本企業とのパートナーシップが進行中。特にガボンでの協力が中心となるが、

他国でもその可能性はある。アフリカでのビジネスはかなり積極的に展開する一方で、ソ

ムディアグループを含め 4 グループを包括するビルグラングループ全体としては、資本を 1

ヵ所に集中させるのは危険なため、アフリカへの投資は一定程度に抑え、中国、米国、フ

ランス、欧州など業務展開の地理的多様化に努めている。 

 

・地域集中型の経営方針を採用 

 当社が進出する中央アフリカのフランス語圏に集中する 6 ヵ国の人口は、合わせて 4,000

万人ほど。当社の小麦は 6 ヵ国合わせて約 50％弱の市場シェアを占めている。コートジボ

ワールでは砂糖市場の 50％に上る。戦略としては、現在進出している地域での密度を濃く

することを優先している。小麦や砂糖の業界では、輸送が重要なカギだ。現在の進出地域

内でも、インフラ設備がまだ不十分なため輸送には問題がある。進出地域を広げると、さ

らに問題が大きくなる。そのため地域を集中させた方が輸送にも、またマネジメントの面

でも有利だ。 



    

 2013.5                 Copyright (C) 2013 JETRO. All rights reserved. 
71 

 6ヵ国はCFAフラン3圏で通貨をユーロに固定しており（1ユーロ＝655.957CFAフラン）、

為替の影響を受けない利点もある。進出先の大半が「中央アフリカ経済通貨連合（CEMAC：

加入国はカメルーン、中央アフリカ共和国、ガボン、赤道ギニア、チャド）」に加入してお

り、経済統合されている。例えば、カメルーンで生産された製品は無税で域内の国で販売

できる。 

 

・消費市場としての拡大に合わせて進む現地化 

 以前は砂糖をアフリカから他地域へ輸出していたが、世界的に生産割当制を導入する国

が増え、利益が上がらなくなっている一方、アフリカ諸国の域内市場拡大のため、100％現

地販売向けに移行した。域内市場の成長には 2 つの要因がある。1 つは人口増加によるもの

で、年間 4～5％の伸びがある。それに加え、生活水準の向上がある。小麦にはあまり影響

はないが、砂糖の消費量は生活水準の向上に呼応して増加する。砂糖そのものではなく、

食品に含まれる砂糖の消費量が増えるのだ。清涼飲料や菓子類などの消費は、欧米諸国に

比べればアフリカの消費量はまだ低いが、確実に増加している。この分野では数量ベース

で年間 10～12％の成長がみられる。多くを占める原料用の砂糖は、アフリカ現地で生産す

る清涼飲料メーカーや製菓企業に売られる。飲料メーカーはかなり前からアフリカで現地

生産を行い、製菓企業も国内市場の拡大に伴い現地生産をする大手企業が増えている。市

場拡大に伴う現地生産がアフリカの今の傾向で、当社もその動きに呼応している。 

 

 当社は進出先の各国に現地法人があり、合弁の場合でも株式の半分以上を持っている。

民間企業だが、他の主要株主は進出相手国。現地での雇用数も多いため、進出先各国政府

との関わりも多い。コンゴでは民間企業としては最大の雇用主で、カメルーンでも最大手

だ。季節労働者を含めると、6 ヵ国全体で 1 万 9,000 人を雇用している。経営面での現地化

が進んでおり、15 年前には 300 人いた本社フランス人社員の出向者が今では 30 人に減っ

ている。各国の現地法人の社長は現地人で、営業・人事とも管理職はおおむね現地人だ。 

 

・日本をはじめ外国企業との提携も活発 

 日本の大手商社である丸紅は、ガボンでのビジネスに強いこと、またソムディアの砂糖

に関心を持っていることから、同国での出資、機械供給などでの協力が進行中だ。2 億 5,000

                                                   
3 CFA フランとは、西アフリカおよび中部アフリカのフランスの旧植民地を中心に用いられている共同通
貨。 
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万～3 億ユーロに上る大投資計画となる。他の地域に拡大する可能性もある。アフリカ人に

とっても、フランスと日本の共同計画というのは新しく、興味が持たれている。ビルグラ

ングループは日本企業との協力経験が豊富で、大手製菓企業とのパン事業では 30 年以上の

パートナーシップを組んでいる。日本は意思決定に時間がかかるという欠点があるが、一

度決まるとステップを踏み確実な仕事ができる。一歩一歩進む日本企業とのアフリカでの

協力は、期待するところが非常に大きい。 

 

 日本企業以外にも、例えばインド企業は鉄鋼、ボイラーといった設備関連で競争力があ

る。また、技術力も非常にレベルが高く、価格面は低く抑えられる。日本との協力体制の

中でも、インドとのパートナーシップを組み合わせる場面が出てくると考える。 

 

・アフリカ投資熱高まるが、困難な点も 

 アフリカでは中産階級や富裕層も現れてきており、今後大幅な消費拡大がみられる可能

性も十分ある。しかし、アフリカは 54 ヵ国からなっているだけに、交渉やビジネスは容易

ではない。現在のフランス企業のアフリカへの期待感には驚くものがあり、アフリカ投資

ブームと騒がれているが、統計をみると、フランスの投資額全体の 1 桁台にとどまってい

る。 

（2013 年 05 月 20 日 パリ事務所 渡辺智子） 
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14. バカランド、取引先と連携して消費者ニーズをつかむ（ポーランド） 

 

 コーンフレークやシリアルバーなどを世界 45 ヵ国・地域に輸出している食品加工業のバ

カランド（本社：ワルシャワ）は、アフリカを潜在性の高い市場と捉えている。現在は南

アフリカ共和国の小売店、卸売店への輸出を通じて市場開拓に取り組んでおり、今後は取

引先と協力して市場調査をし消費者ニーズをつかんで市場拡大を図るとともに、ナイジェ

リアなど人口規模の大きい国への参入も進める意向だ。ウカシュ・コウォジェイチク輸出

部長に聞いた（3 月 29 日）。 

 

・輸出の 6 割占めるコーンフレーク 

 創業者のマリアン・オベルコ氏は、1991 年に生鮮果物や野菜の販売から事業を始め、1993

年に取扱品目をドライフルーツとナッツに特化した。その後、ドライフルーツの輸入業者

などの企業買収を通じて事業を拡大し、2006 年にバカランドを設立。同年にワルシャワ証

券取引所に上場した。その後も、2007 年にオリコ（大豆製品の生産・販売）、2011 年には

ピフォ（シリアル・コーンフレークの生産・販売）を買収し、ドライフルーツ・ナッツ製

品に続く収益の柱となっている。 

 

 同社は外国市場開拓にも積極的で、日本を含む世界 45 ヵ国・地域に輸出している。同社

の売上高に占める割合は、ドライフルーツ・ナッツ類が約 50％で、コーンフレークやシリ

アルバー製品はそれぞれ 10～15％だが、輸出に限るとコーンフレークが約 60％、シリアル

バーが約 25％を占めている。 

 

 コウォジェイチク氏によると、同社は原料の輸入から加工、包装までを一貫して手掛け

ているため、顧客の要望に柔軟に対応できる点が強みだという。同社の顧客は国内外のス

ーパーマーケットなどの小売業者、卸売業者と多岐にわたる。自社ブランドだけではなく、

小売業者・卸売業者向けにはプライベートブランド（PB）でも供給するほか、容量や風味

などについても柔軟に対応している。また、パッケージのデザインを含めた商品提案もし

ており、ビジネスの拡大につなげている。 

 

・中品質・低価格が市場の特性 

 コウォジェイチク氏はアフリカを、「潜在性が高く、今後急速な成長が見込まれる市場」

とみており、「将来の市場拡大を見越して、今から市場に参入しておく必要がある」と語る。
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現時点では、南アの小売業者、卸売業者への輸出を通じた市場開拓を進めている。同国の

地場小売り大手ショップライトとは、2008 年に欧州で開かれた展示会で出会ったのを契機

に商談を進めていた。取引が成立するまでには時間がかかったが、長期的な信頼関係を構

築することを前提に粘り強く交渉を続けた。初めて輸出に至ったのは 2010 年だったが、コ

ーンフレークの自社ブランド商品である「ミスター・ブレックファスト」の取引が本格化

した 2012 年には、取引額が前年比約 5 倍に増加した。同社の国外での売上高に占めるアフ

リカ地域の割合も、前年の約 2％から約 6％にまで拡大している。同氏は、今後はショップ

ライトが持つアフリカ 16 ヵ国の販売網に着目し、南ア以外の国への展開も図りたいとして

いる。特に、ナイジェリアやコンゴ民主共和国は市場規模が大きい分、期待も大きいよう

だ。 

 

 アフリカ市場の特性としては、価格重視であることが挙げられる。コウォジェイチク氏

によると、高品質・高価格の商品よりも、中品質・低価格の商品が好まれているようだ。

味の好みについては、砂糖やチョコレートを使った甘味の強い商品の方が、甘味を抑えて

素材の味を生かした商品よりも好まれている。この点について、同氏は「10～15 年前の欧

州市場と類似しているが、消費者の嗜好（しこう）が今後どのように変化していくか、市

場を注視していく必要がある」と語っている。取引先も同社のさまざまな商品を投入して

消費者の反応を確かめながら、市場調査を進めているという。同氏は引き続き取引先と緊

密に連携しながら、今後はシリアルバーを投入するなど輸出品目を増やしていきたいとし

ている。 

 

・L／C 取引で代金回収リスクを軽減 

 ビジネスリスクへの対応としては、信用状（L／C）取引により代金回収リスクを軽減し
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ている。またアフリカでは、2010 年末から 2011 年にかけてチュニジアやエジプトなどで

大規模な反政府デモが起こっており、「政情不安もリスク要因」と同氏。しかし、欧州でも

ギリシャやキプロスなどでは財政危機に端を発する混乱がみられることから、同氏は「大

局的にみると、特定の市場に依存することなく、多くの国・地域に販路を持つことがリス

ク対策になる」と話す。今後も、アフリカへの輸出事業を推進していく意向だ。 

（2013 年 05 月 21 日 ワルシャワ事務所 志牟田剛） 
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15. ネスレ、法律・会計専門家らとリスク対策に注力（スイス） 

 

 南アフリカ共和国を筆頭に、アフリカには 100 社以上のスイス企業が既に進出し、積極

的に市場開拓を進めている。事業展開が進むにつれ、ビジネスリスク対策が急務となって

きた。食品大手ネスレは、法律・会計専門家の意見を取り入れて、有効なリスク対策に努

めている。 

 

・スイス企業は全土で約 11 万 7,000 人を雇用 

 スイス国立銀行（SNB）によると、2011 年のスイス企業のアフリカへの直接投資（残高）

は、104 億 1,600 万スイス・フラン（CHF、1CHF＝約 105.8 円）に達しており、アフリカ

全土で 11 万 6,967 人の雇用を創出している（表 1、2 参照）。そのうち最も多い南アでは 100

社以上が支店や生産拠点を配置しており、3 万 4,449 人を雇用する。2012 年のフローの投

資額順では南アが 22 億 4,000 万 CHF と最も多く、次いでエジプト、モロッコ、ナイジェ

リア、コートジボワール、ケニアの順となっている。 

 

 個別にみると、ネスレ（本社：ボー州ベベイ）がソマリアを除くアフリカの全ての主要

国で営業をしているほか、大手企業では、香水・香料製造大手ジボダン（本社：ジュネー

ブ州ベルニエ）が南アに香料の製造および営業拠点とフレグランス部門の営業拠点を有し、

モロッコやマダガスカルなどから香料原料を調達している。南アには電力関連、重工業大

手の ABB（本社：チューリヒ）も拠点を有しており、業務用チョコレート、ココア製造最

大手のバリーカレボー（本社：チューリヒ）がコートジボワール、ガーナ、カメルーンに

製造拠点を持っている。 
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・各国と FTA 締結、増える人の往来 

 スイス連邦関税局によると、2012年のアフリカへの輸出額は前年比2.7％増の33億3,700

万 CHF、輸入額は 68.0％増の 28 億 9,000 万 CHF で、スイス側の 4 億 4,700 万 CHF の貿

易黒字だった。国別では輸出入額ともに南アが最も多く、アルジェリアが次ぐ。サブサハ

ラ地域ではガーナが主要貿易相手国の 1 つとなっており、連邦経済省・経済事務局（SECO）

は持続的成長を支援するための経済協力の優先国に位置付けている。スイスはアフリカか

ら主に燃料・エネルギー、農林水産品、繊維・衣類・靴を輸入し、主に化学品・医薬品、

機械および電気・電子機器、精密機械・時計・装身具を輸出している。 

 

 スイスは欧州自由貿易連合（EFTA）を通じてアフリカ各国と自由貿易協定（FTA）を締

結。モロッコとは 1999 年 12 月 1 日に、チュニジアとは 2006 年 9 月 1 日に、南部アフリ

カ関税同盟（SACU）のうち南ア、ボツワナ、レソト、ナミビア、スワジランドとは 2008

年 5 月 1 日に発効している。2011 年には前年比 2.55％増の 4 万 728 人が南ア在留スイス人

となり、南ア国民 6 万 7,438 人がスイスの地を踏むなど人の往来も増加している。スイス

のヨハン・シュナイダー＝アマン連邦経済相は 2012 年 6 月 19 日、首都ベルンで南アのボ

ブ・デービス貿易産業相率いるミッションと会談し、南アへのスイス企業の投資促進と 2

国間経済関係強化を約束した。 

 

 このように、アフリカ各国でスイス企業の活動は活発化しているが、その半面、政治、

文化、制度、商習慣の違い、治安の問題などを背景としたさまざまなビジネスリスクにど

う対処すべきなのか、苦慮する企業も増えている。 
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・法務・会計専門家ネットワークを構築 

 ネスレは 2012 年に、アフリカにおけるビジネスリスク対策強化を目的として「法務・会

計専門家ネットワーク」を設置した。本社の AOA（アジア・オセアニア・アフリカ）地域

担当法務部長で弁護士のリチャード・サイクス氏に 4 月 3 日、アフリカでの法務・会計専

門家ネットワーク構築について聞いた。同氏の発言の概要は次のとおり。 

 

 ネスレのアフリカ参入の歴史は古く、140 年前の南アへの自社製品輸出に始まり、1927

年には現地企業を買収して生産を開始した。1990 年代までにアフリカ市場ではリーダー的

地位を確立していた。 

 

 アフリカでの事業をリスク面から見直すきっかけとなったのは、2004 年にコートジボワ

ールで内戦が勃発したことだ。2000 年前半、ネスレはアフリカの地域統括本部と研究開発

（R＆D）センター、生産施設をコートジボワールに置き、アフリカ事業の大半が同国に集

中していたが、内戦により事業環境が悪化、地域統括本部をガーナのアクラに移転した。

同時に、法務・会計面のリスク対策について、サブサハラ地域全体について見直すことに

した。 

 

 当時、アフリカ全域の法務は、中央アフリカから遠く離れた南ア・ヨハネスブルクの弁

護士が 1 人で担当していたため、ジルベール・プランシュ氏を採用した。同氏は、大手会

計事務所プライスウォーターハウスクーパース（PwC）の勤務を経てネスレに採用された。

金融・会計・法務問題の専門家であり、現在、中央・西アフリカおよび赤道アフリカ地域

担当法務部長で「法務・会計専門家ネットワーク」代表となっている。 

 

 情勢分析の結果、アフリカのフランス語圏市場の会計問題は、1 人では不十分だとの判断

に至り、2004 年以降、徐々に各地域にネットワークの構築を進めてきた。ネスレは法律・

会計の専門家採用に当たっては、会計分野に強い法律家を選んでいる。フランスおよびア

フリカの大学で高水準の教育を受け、アフリカの事情にも精通した人物を採用することに

した。現在は、フランス語を話す弁護士兼会計士が 6 人おり、係争対応と税金対策の両方

をこなしている。さらに英語圏出身の金融の専門家が 10 人おり、それぞれ得意分野を持っ

ている。これら 16 人の専門家は、プランシュ氏の指揮下にある。 

 

 法務・会計については、地域単位でオペレーションを実施している。地域担当は、スイ
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ス本社ではなく、担当地域で問題の解決に当たる。また、ネスレ外部のコンサルタントや

官僚などとも密接な協力関係を構築しており、ネスレ本社の広報部門を通じて、国際機関

や NGOとも協力関係がある。現在さらに、ケニアに配置すべき人員として、モザンビーク

とアンゴラを扱うポルトガル語ができる人物が 2 人必要だと感じている。 

 

・文化の理解と政府有力者の助けが必要 

 ネスレは 2013 年 3 月 4～6 日、セネガルの首都ダカールでアフリカ各地域の法務・会計

専門家ネットワークの会合を開催した。本社からは中央・西アフリカ担当金融部長とサイ

クス氏、アフリカからは、プランシュ氏とマグレブ地域担当弁護士 2 人、ケニア・赤道ア

フリカ担当弁護士 1 人、南ア担当 3 人、中央・西部アフリカ担当約 10 人が参加した。この

ネットワークは、あくまでネスレの内部組織であり、オープンに話し合えるよう外部には

公開していない。アフリカ地域法務・会計専門家ネットワーク体制は、2012 年にガーナの

首都アクラに本部を設立したばかりで、アフリカ全地域 35 ヵ国をカバーし、担当の法律家

を指導していく役割を担っている。マグレブ諸国と南アは法務部門の本部を持たないが、

本社の同地域担当金融部長が主に管轄しており、必要に応じて法務部長であるサイクス氏

へ報告する体制となっている。サイクス氏自身、法廷弁護士でもあり、途上国の仕事に 30

年以上携わった経験を持ち、そのうちネスレでの勤務 20 年、英国企業での勤務経験が 12

年だという。 

 

 法務・会計専門家会議を今後もほぼ 1 年半ごとに定期的に開催する予定だ。現場での各

地域担当者と本社の上司たちとの意見交換の場として重要であり、アフリカ各国の経済状

況は国によって異なるが、大きな問題には共通点があるため、同ネットワークにより各地

域のベストプラクティスを情報共有しながら分析することで実効力を持つリスク対策を立

てることが目的だ。また、ネスレ内に次の新しい世代の法律専門家をいかに育てるかにつ

いても話し合う。 

 

 アフリカでは汚職が多数発生しており、特にカメルーンとコンゴ共和国で多いといわれ、

問題の解決には、政府上層部と直接話をすることが必要だ。 

 

 また、ネスレが中西部アフリカのフランス語圏の 3～4 ヵ国で不当に高額な税を要求され

るという問題が発生したが、社内にアフリカ政府当局と接触できる大変優秀な法律家がい

たので解決できたという。最初は、ネスレ側は不利な状況にあり、対処に苦慮したが当局
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とのやりとりを通じて、ネスレの税務専門家はアフリカ諸国の税務当局への対処方法を学

んだ。サイクス氏は「アフリカでのビジネスリスク対策は、専門的、技術的なスキルを持

つだけでは不十分で、彼らの文化を理解することと政府当局の権限を持つ人々とともに対

処することが重要なポイントだ」と強調した。 

（2013 年 05 月 22 日 ジュネーブ事務所 洞ノ上佳代） 
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16. 早期進出と現地化で食品市場に浸透図るイナルカ（イタリア） 

 

 イタリアは大企業を中心にアフリカへ進出し、ビジネスを活発化させている。1980 年代

にアンゴラに進出した食品製造・販売のイナルカもそのうちの 1 社で、先駆的な進出と現

地化を武器に、アフリカ市場への浸透を深めている。 

 

・冷凍・チルド保管倉庫の不足に着目 

 食肉（生または冷凍の牛肉）を中心に、食肉加工品、肉類の缶詰、サラミなどを製造・

販売するイナルカは、イタリアの食品大手クレモニーニグループの傘下企業で、1963 年に

設立された。現在の従業員数は 2,700 人、収益はグループ全体の約 4 割を占めている。同

社の 2012 年の総売上高は、前年比 9.4％増の 15 億 4,680 万ユーロと好調を維持。総売上高

の約半分はイタリア国内が占め、残りをロシア（20％）、その他欧州（17％）、アフリカ（16％）

が分け合うかたちになっており、アフリカが 1 つの柱として成長している。 

 

 イナルカのアフリカ進出は、1980 年代にアンゴラ政府が実施した国際入札に始まる。内

戦状態にあったアンゴラでのビジネスに興味を示す企業が少ない中、同社は内戦を一時的

なものと捉え、天然資源の豊富なアンゴラの市場には大きな可能性があるとみていた。当

時の欧州では牛肉の生産量が消費量を上回る過剰生産状態にあり、同社も同様だったため、

余剰分を競争力のある価格でアンゴラ市場に投入。当時のアンゴラではタンパク源となる

食品が不足していたため、政府機関、軍部そして民間へと急速にその納入先を拡大してい

った。 

 

 納入を始めた当初は、現地の輸入業者を経由して製品を販売していた。しかし 1990 年代

に入り、ビジネス拡大には自社の拠点が必要だとして、1998 年にアンゴラに最初のアフリ

カ拠点となる支店を設立した。また、アフリカでは冷凍・チルド保管倉庫の不足で市場へ

の食品供給が滞っている実情に着目、冷凍・チルド保管倉庫を備えた物流網の設置に多額

の資金を投入した。最高経営責任者（CEO）のルイジ・ピオ・スコルダマーリャ氏は「冷

凍・チルド保管倉庫設置が重要なポイントだった」と指摘。冷凍・チルド保管倉庫の導入

によって現地で食品の長期保管が可能になり、同社はより多くの製品を、より広範囲に届

けることが可能となった。 

 

 一方で、同社はイタリア国内で既に築き上げていた 50～60 ヵ国・地域への輸出ネットワ
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ークから逆に製品を輸入し、販売を開始した。このネットワークを生かし、アンゴラへも

同様に、牛肉のほかにも、豚肉、鶏肉、魚、乳製品などタンパク源となる製品を輸入し、

製品の種類を拡充した。タンパク源となる食品が市場でも行き渡るようになった後には、

さらにパスタ、ジュース、トマト缶など常温保存の可能な製品も市場に投入、ドライ食品

の倉庫も増設し、次第に冷凍・チルド倉庫とドライ用倉庫を兼ね備えた販売店の展開とい

うモデルをアンゴラで確立していった。 

 

 このモデルの確立後は、物流拠点の増設にも着手。2006 年の首都ルアンダに 2 ヵ所目の

物流拠点を新設し、アンゴラでの売上高を急成長させた。また、販売エリア拡大のため、

地方へも事業を拡大し、最近ではアンゴラ第 2の経済都市ロビトにも物流拠点を設立した。

現在、同社はアンゴラで、ルアンダ 2 ヵ所、ロビト 2 ヵ所、ビアナ 1 ヵ所の合計 5 ヵ所の

物流拠点を持つ。年間約 9,000 万ユーロの売上高を誇り、顧客は自転車で買い物に来る主

婦から、小売店や流通大手まで広範囲に及んでいる。 

 

・アンゴラのモデルを他国でも展開 

 スコルダマーリャ CEO は「アンゴラのように第 1 段階は輸出、第 2 段階で物流拠点の整

備、製品ラインアップの拡充、そして拠点増設による販売エリア拡大というビジネスモデ

ルを国外展開の際に用いている」という。また、同社の国外展開のターゲットは、農作物

生産から加工、販売までを含むバリューチェーンが確立していない自然資源の豊富な開発

途上国となっている。 

 

 2011 年時点で同社は、アンゴラのほかにも、アルジェリア、コンゴ民主共和国、コンゴ

共和国、モザンビークにも拠点を展開しており、コートジボワールへの進出にも着手して

いる。同 CEO によると、コンゴ民主共和国では食品産業が発展しておらず、売れるのは日

常よく口にする商品が中心だ。例えば、イタリアのチーズ「パルミジャーノ・レッジャー

ノ」などはアンゴラでは売れているが、コンゴ民主共和国ではまだ売れないという。しか

し、現在の同国での売上高はアンゴラを上回る約 1 億 1,000 万ユーロで、物流拠点もキン

シャサに 3 ヵ所保有。さらにコンゴ川沿岸のマタディにも拠点設置を計画中で、さらなる

発展が期待されている。 

 

 ビジネスモデルの第 3 段階として、現地での処理加工施設の導入があると同 CEO は指摘

する。同社では既にロシアで処理加工施設を導入しているが、アフリカではアルジェリア
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とアンゴラで小規模なひき肉加工程度の処理を開始したにとどまっている。処理加工施設

の導入による現地での付加価値の創造は、ビジネスのさらなる拡大にとって重要であり、

同社にとっての今後のアフリカビジネスの課題となっている。 

 

・現地化の進展と市場の拡大に期待 

 イナルカのアフリカ拠点の形態は完全子会社、もしくは現地パートナーとの連携だ。現

地パートナーと連携する場合は、あくまで実務レベルでの連携であり、合弁などの資本提

携ではない。 

 

 アフリカ拠点の人材は、経営層を含めてほぼ全て現地人材を登用している。例えば、ア

ンゴラでは約 300 人の従業員に対し、イタリア人は責任者 1 人。コンゴ民主共和国でもイ

タリア人は財務担当ぐらいだ。スコルダマーリャ CEO は、労働慣行の違いなどで管理が難

しい面もあるが、研修などを通じて指導を粘り強く続けているとし、むしろ現地従業員の

存在が企業成長に大きく貢献していることを強調した。 

 

 さらに同 CEOは、アフリカの治安や衛生面について大きなリスクはないと指摘した。ま

た、特にサブサハラ地域は人口が多く、若年層が多いことを魅力として挙げる。今後の急

速なマーケティングやコミュニケーション手段の発達により、人々の消費行動に変化が生

じれば、さらなる需要拡大も見込まれるとの期待感を示した。 

 

 アフリカの発展のためには国民全体の生活水準の向上が必要で、そのためには農業や食

品産業の発展が欠かせず、天然資源で稼いだ資金をこれらのビジネスへ投資することの重

要性が理解されるべきだ、と同 CEOは主張する。そうした重要性が今後アフリカ各国で理

解されれば、同社にとってはさらなるビジネスチャンスになる。また、イタリア企業は天

然資源の探査、開発、生産、農業や食品産業の分野に関しての技術やノウハウを持ってお

り、アフリカ市場はイタリア企業全体にとっても大きなチャンスとなり得る。 

 

 イナルカのように先駆的に進出し、現地密着で的確にニーズを把握し、それに着実に応

えていくことが、拡大が期待されるアフリカビジネスでの成功の第一歩となろう。 

（2013 年 05 月 23 日 ミラノ事務所 三宅悠有） 
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17. モタ・エンギル、アンゴラとの信頼を長年にわたって構築（ポルトガル） 

 

 2002 年の内戦終結以降、石油収入を元手に発展を続けるアンゴラに、ポルトガル企業の

注目が集まっている。旧宗主国としてのつながりが依然強く、ポルトガル企業が多数進出

するとともに、10 万人を超えるポルトガル人労働者が存在する。アンゴラ建設市場のパイ

オニア的存在であるモタ・エンギル（Mota－Engil)のイスマエル・ガスパール社長に対ア

フリカ戦略を聞いた（3 月 19 日）。 

 

・ポルトガルからの出稼ぎと企業進出が盛ん 

 400 年間にわたりポルトガルの植民地支配下にあったアンゴラは、1975 年に独立を果た

した後、冷戦下での 27 年に及ぶ内戦を経て 2002 年に停戦を実現させた。豊富な石油資源

による収入を背景に内乱で破壊されたインフラ再建を推進し、近年は目覚ましい経済発展

を遂げつつある。内戦終結後、在留ポルトガル人が徐々に増加し始め、2008 年以降は本国

の経済危機を背景に出稼ぎ労働者が増加し、2011 年にはその数は 10 万人に達した。統計

庁（INE）によると、現在アンゴラ輸出に関わるポルトガル企業は約 8,000 社に上り、英語

などの外国語に堪能なポルトガル人技術者、熟練労働者が同国の人材不足を補う存在にな

っているという。 

 

 ポルトガルの対アンゴラ貿易は輸出超過で、重要かつ有望な輸出先となっている。2000

年から輸出が急増し、建設資材を中心に順調な伸びをみせたが、2010 年には本国の建設部

門の不振に伴い減少、その後 2011 年には再び増加に転じて、2012 年は過去最高の 29 億

9,800 万ユーロに達した。ポルトガルはアンゴラの輸入相手国として 1 位（2011 年：全体

の 18.1％）となっている。ここ数年は中国が追い上げており、2000 年に 2.7％だった中国

からの輸入シェアは 2011 年に 15.5％へ拡大した。 

 

 また、ポルトガルの対アンゴラ直接投資は、2011 年の 9 億 900 万ユーロから 2012 年の

3 億 1,200 万ユーロへと、約 3 分の 1 に落ち込んだ。主な投資分野としては、卸売り・自動

車修理（全体の 53.9％）、金融（35.8％）、建設（10.6％）の順となっている。金融部門で

は、アンゴラ市場全体の約 80％を占める上位 5 銀行の中にポルトガル系のエスピリト・サ

ント・アンゴラ銀行とフォメント・アンゴラ銀行の 2 行が食い込んでいる。 
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・クレジットラインの大半を占める中国 

 アンゴラ政府が掲げる「2009～2013 年中期プログラム」の予算額は約 105 億 7,000 万ド

ルで、主に輸出産業競争力向上サブプログラム、国内生産促進サブプログラムなどで構成

される。プログラム基金の約 21％に相当する外国クレジットライン 22 億 3,600 万ドルのう

ち、中国が 20 億 4,200 万ドルを占めており、ここでも中国の積極的な戦略がうかがえる。 

 

 ポルトガル最大の建設企業モタ・エンギルグループ（資本金：2 億 463 万ユーロ、グルー

プ従業員数：2 万 653 人）は、現在 19 ヵ国で 214 社のグループ企業がビジネスを展開し、

中でもアンゴラ、マラウイ、モザンビークなどのアフリカ諸国が同社売上高の約 3 分の 1

を占める重要市場となっている（表参照）。同社は 1946 年創業で、同年にアンゴラに現地

法人を設立した。1975 年の独立までアンゴラの植民地運営に深く関わり、独立後は活動を

他のアフリカ諸国へ拡大し、ナミビアのドライフクでのダム建設、ボツワナのサンシティ

のインフラ建設、マトースター～ビアクラール間の道路建設、スワジランドのロンフルフ

ェコ～ロマハシャ間の道路建設に携わった。2009 年にはアンゴラの国営企業ソナンゴルと

の共同出資でモタ・エンギル・アンゴラを設立している。 

 

・創業者がインフラ建設に意欲 

 モタ・エンギルのガスパール社長は、アンゴラ進出の経緯、成功の秘訣（ひけつ）など

について、以下のように語った。 

 

 アンゴラに進出したのは、創業者がアンゴラのインフラ建設に並々ならぬ意欲を持ち、

魅力を感じていたためだ。 

 

 現在、モタ・エンギルは利益の 50％をアンゴラをはじめとするアフリカ市場で得ている。

最近のアンゴラの建設市場では潤沢なクレジットライン供与を武器に中国企業が大型イン

フラプロジェクトの約 40％を請け負い、その見返りとしてアンゴラ産原油を優先的に取得
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している。政府はインフラ整備資金を必要としており、多額の資金供与を行っている中国

と競争して他の外国企業が大型プロジェクトに参入するのは難しい状況にある。 

 

 一方、中国企業は低賃金の労働者を本国から多数投入するとともに、建設資材・機器も

中国製を使用するため、必ずしもアンゴラ人に仕事を与えていない。アンゴラ人を雇うモ

タ・エンギルは職業訓練キャンプで一定期間トーニングを行っており、長年にわたって築

いてきた人的ネットワークを持つ。アンゴラにおけるビジネスの成功の秘訣として、お互

いが信頼し合う人間関係を築けるかどうかが重要であり、信頼関係の醸成には長い時間を

要し、政治面ではもちろんのこと、社会のあらゆるレベルにおいて個人的なコンタクトを

持っておくことが必要となる。 

 

 今後、モタ・エンギルはさらにアフリカ市場、そして中南米市場への拡大を目指してい

る。その理由は、広大な国土であらゆるインフラを必要としているため、参入するチャン

スが十分にあるからだ。アフリカ市場での活動をより拡大するために、ザンビア、ガーナ

にも支店の開設を決定し、またウガンダ、タンザニア、ケニアに現在交渉中のプロジェク

ト案件（総額 39 億ユーロ）も抱えている。欧州委員会、アフリカ開発銀行などによるプロ

ジェクト・ファイナンス案件、あるいはアフリカ各国政府、石油・鉱物資源開発企業との

直接交渉によって案件獲得を目指す。また、ビジネスの多角化も進めており、2012 年の売

上高 22 億 4,300 万ユーロ（前年比 7.1％増）のうち、約 5,000 万ユーロは建設以外の分野

（水事業、汚物処理事業、ロジスティクス事業など）だった。新分野で事業を拡大するた

めには時間を要するが、同時にやりがいのある挑戦でもある。 

（2013 年 05 月 24 日 マドリード事務所 小野恵美）  
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18. 有望輸出市場は北アフリカからサブサハラにシフト（オーストリア） 

 

欧州への輸出依存度を減らし輸出市場を多角化したいオーストリアにとって、アフリカ、

特にサブサハラは今後の伸びが期待される市場だ。南アフリカ共和国にはさまざまな規模、

業種の企業が進出しているほか、ナイジェリアの富裕層はオーストリアで製造されるテキ

スタイルの重要な顧客となっている。 

 

・2012 年のアフリカ向け輸出は 12％増 

 オーストリアは伝統的にドイツをはじめとする欧州への輸出が多く、2012 年は輸出、輸

入とも貿易量全体の 80％を超えている。アフリカ諸国への輸出は過去 5 年間、輸出全体の

1.2～1.5％で推移している。2012 年については、欧州債務危機の影響でオーストリアの欧

州諸国向けの輸出が前年比 0.1％減となった一方、アフリカ諸国向けは 11.9％増となった。

アフリカが輸出に占める割合は小さいものの、輸出相手国を多角化することで欧州債務危

機のように特定地域の景気が悪化した際に輸出が停滞するリスクを分散させるための支援

に力を入れている政府にとって、アフリカは今後の伸びが期待される重要な市場だ。 

 

 オーストリア連邦産業院（WKO）のカール・ハルトレブ貿易担当副部長は「オーストリ

ア企業は他国企業が本格進出する前に、今すぐにでもアフリカ市場の開拓に取り組むべき

だ」と語る。アフリカはオーストリア企業にとって未知の市場ではなく、1980 年代からリ

ビアやエジプトなど北アフリカ諸国のインフラ関連の国営企業に輸出してきた。特に北ア

フリカ諸国での国際金融機関の融資によるインフラプロジェクトでは入札に参加し、納品

実績を上げてきた。しかし「アラブの春」以降、北アフリカ諸国の不安定な政情はオース

トリア企業の輸出にも影響を及ぼし、同地域への輸出は 2011 年に前年比 13％減となった。

現在はサブサハラ地域への輸出がオーストリア企業の対アフリカ輸出の約 3 分の 2 を占め

ており、北アフリカ諸国に代わってサブサハラがアフリカにおける主要輸出市場となって

いる。 

 

・南アには 40 以上の企業が進出 

 サブサハラの中でも南アは最も重要な市場で、40 社以上のオーストリア企業が進出し、

南アのみならずサブサハラ市場全体を見据えて拠点を構えている企業も多い。 

 

 南アに進出するオーストリア企業は、水力発電のアンドリッツ（ANDRITZ）や鉄鋼のフ
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ェストアルピーネ（voestalpine）などオーストリアを代表する大手企業にとどまらない。

例えば、フローリングを中心とする住宅建材メーカーのマフィ（mafi）は家族経営の中小

企業だが、2012 年 11 月に南アのヨハネスブルクにアフリカ初となるショールームをオー

プンした。ラッカーや化学硬化剤を一切使用しない同社のフローリング資材はオーストリ

アと異なる南アの気候にも適応している。安くはない同社製品を購入できる富裕層は十分

いるという。また、医療技術や医療機関情報システムに関する総合サービスを提供する

AME インターナショナルは 2001 年にダーバンに拠点を構え、自治体から現地病院に情報

管理システムを導入する業務を請け負っている。一方で、問題を抱えている企業もある。

カプシュ（Kapsch）は 2010 年に 1,750 万ユーロ相当の高速道路の ETC システムの導入業

務を受注し、2011 年 4 月に完成予定だったが、発注者が導入時期を複数回にわたって延期

したため、現時点でも導入工事が未着工のままだ。 

 

 ハルトレブ副部長によると、サブサハラへの輸出が増える傾向は今後も続き、特に大き

な可能性がある国はナイジェリアとガーナで、政情が安定するようであればケニアも可能

性が大きい。北アフリカ諸国の場合と異なり、これらの国では中国や韓国から流入する大

量の資金により民間セクターの成長が期待されており、鉱山、農業、環境分野のオースト

リア企業にビジネスチャンスが見込まれるという。 

 

・ナイジェリアで人気のテキスタイル 

 オーストリアの主要輸出品目は機械類だが、ナイジェリア市場に機械類とほぼ同額の輸

出をしているのは、オーストリア西部フォアアールベルク州の刺しゅうを施したテキスタ

イルだ。 

 

 WKO フォアアールベルクのアンドレアス・シュタウダッハー産業部門部長によると、刺

しゅうは同州の伝統工芸で、約 60 社が輸入したテキスタイルに刺しゅうを施して販売して

いる。製品の約 94％が国外市場へ、そのうち約 60％はアフリカへ輸出されている。アフリ

カ向けのほとんどがナイジェリア向けだ。1960 年代に WKOラゴス事務所に駐在していた

商務官が、現地で刺しゅうテキスタイルの需要が高いことからフォアアールベルク州にコ

ンタクトを取ったことが輸出のきっかけとなったという。 

 

 従業員 14 人の中小企業ホーファーも、輸出に占めるナイジェリアのシェアが 80％と非常

に高い。同社のビルフリード・ケーニヒ販売部長によると、ナイジェリアへの輸出を開始
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した 1960 年代前半以降、結婚式などで身に着ける伝統的な衣装や、近年では日常ファッシ

ョン用のテキスタイルとして需要が多い。刺しゅうを施した生地は現地でも生産されてい

るが、オーストリア製品は高級素材として富裕層に受け入れられており、現地製品と競合

することはないという。同社はナイジェリアに拠点を持たないが、年間を通じてナイジェ

エリアから多くのバイヤーが訪れ、同州の複数のメーカーを回って買い付けている。ケー

ニヒ部長は、代金回収の問題を常に抱えているが、近隣にナイジェリアに輸出している企

業が多いため、バイヤーの信用度について情報交換をしているという。また、中国から大

量生産された安価な類似製品やオーストリア製品のコピー商品がナイジェリア市場に流入

している。以前はオーストリア企業のデザインした生地を購入していたバイヤーが、現在

は自分のアイデアを伝えてくるようになっており、そうした細かな要求に丁寧な仕事で対

応できるのがオーストリア企業の強みだという。 

（2013 年 05 月 27 日 ウィーン事務所 鷲澤純） 

 


